＜資料１＞

自治労2009春闘方針（組織討議案）

　
１．特徴的な情勢
【経済をめぐる情勢】

1.　米国発の金融危機の影響が、日本の実体経済にも深刻な影響を及ぼしはじめました。世界経済の減速、原油価格の高騰、円高等を背景として、これまで日本の景気回復を牽引してきた輸出・設備投資が減少に転じています。一方、内需に目をむけると、賃金が伸び悩むなかで生活必需品が値上がりし、消費者の購買意欲は冷え込んでいます。また、このところの雇用環境の悪化によってさらに消費の停滞が懸念されます。

2.　日本経済は2002年以来戦後最長の景気回復をとげたと言われますが、企業収益が過去最高となる一方、賃金は抑制され、労働者の生活は向上しませんでした。物価が上昇するなかで、このまま実質賃金の低下を放置すれば、日本経済はますます下降しかねません。海外要因に左右されずに日本経済が持続的に成長するためには、内需すなわち消費需要による下支えが必要です。

3.　今回の金融危機はこの間世界を席巻した市場原理主義の終焉を意味します。実体経済を超える「金融資本主義」は、労働者を置きざりにして拡大し、格差と貧困をもたらしました。これに代わる価値観として、まさにこれまでわたしたちが求めてきた公正・連帯の社会が実現されなければなりません。そのために安定した雇用、安心の社会保障、内需主導型への経済システムの転換が重要です。
【労働と生活をめぐる情勢】

4.　雇用環境は07年後半から悪化が続いています。完全失業率は上昇傾向にあり、2008年８月に４％を超え、有効求人倍率も0.86倍にまで低下しました。非正規労働者をはじめとした雇用調整の動きも出ており、さらに雇用環境が悪化する恐れがあります。
5.　雇用者に占める非正規労働者の割合は年々増え続け、2008年には34％に達しました。とくに女性においては、54.2％と半数を超えています。それと同時に低所得者も増えており、年収200万円以下の低所得者層が2008年には1,032万人（国税庁　―　民間給与の実態）となっています。

6.　総務省が発表した９月の全国消費者物価指数は、前年同月に比べ2.3％上昇しました。上昇率は下がっているものの、現在の物価高は生活必需品を中心としており、低所得者層により大きな影響を及ぼしています。非正規雇用労働者、中小企業労働者の待遇改善によって消費を刺激し、景気の下支えとすることが必要です。

7.　企業においては、世界経済の減速などを背景として、急激な収益悪化が生じており、倒産件数の増加や、経常利益の減益が見られます。しかし、これまでの景気回復下で蓄積してきた体力はあり、賃金引き上げの余地は十分にあります。

【自治体をめぐる情勢】

8.　2008人事委員会勧告の状況を見ると、地域民間賃金水準の反映がより強く求められている結果、公民較差を厳格に反映させる地域も見受けられるなど、地域間の格差が明確になっています。所定勤務時間については、１日７時間45分とすることについて、「国及び他県の動向を踏まえ検討」としたところが多く、取り組みの強化が必要です。

9.　自治体臨時・非常勤等職員の実態調査によると、臨時・非常勤等職員は、全職員の27.8％を占め、その総数は50万人以上と推定されます。賃金は日給・時給型の半数が900円に届かず、月給型では55％が16万円に届きません。８月26日、人事院が「非常勤職員の給与に関する指針」を発出しました。これを自治体の臨時・非常勤等職員の雇用の安定と賃金・労働条件の改善につなげなければなりません。

10. 医療・福祉・保育など地域公共サービスの規制緩和とアウトソーシング・民営化の動きは、質量ともに動きが早くなっています。そうしたなかで、公共サービスの削減と負担増も強まり市民のくらしと生活への不安と破壊が一層増大しており、安心と信頼のセーフティネットとしての地域公共サービスの再構築が急務となっています。

11. 自治体財政健全化法に基づき財政基準が示されることとなり、公共サービス水準の切り下げ、賃金労働条件や人員削減圧力がさらに強まることが予想されます。本来、必要なサービスを行うための財政であるはずが、財政にあわせてサービスを切り捨てるという現象が起きています。サービスを支えるための財政の機能を強化する取り組みが求められています。
２．2009春闘の基本的考え方

【2009連合春闘のポイント】

12. 連合は、内需型経済への転換をはかるため、賃金を改善し、格差の是正、底上げにむけた取り組みを強力に展開するとし、今春闘に臨む基本的な考え方を以下の通り示しています。

　①　物価が上昇するなかで実質賃金の低下を放置しておけば、個人消費は落ち込み、日本経済がますます悪化することは必至である。内需の拡大を促すため、物価上昇を踏まえた取り組みを強化する。

　②　格差社会是正の運動を継続・強化するとともに、分配の歪みの是正に労働組合として積極的に関与していく。

　③　非正規労働者や中小企業労働者の格差是正をともなう賃金の引き上げを行う。

　④　景気減速を拡大させないために、内需を中心とする景気の回復と生活防衛のための取り組みを総力をあげて推進する。

　⑤　政府に対しても財政金融政策、税制度見直し、雇用のセーフティネット整備など、政策面の取り組みを強める。

13. その上で、すべての組合が取り組むべき課題（ミニマム運動課題）を以下の通り設定しています。

　①　賃金カーブ維持分を確保した上で、消費者物価上昇に見合うベアを行う。

　②　パート労働者なども含めた全従業員を対象に、賃金をはじめとする処遇改善に取り組む。

　③　連合リビングウェイジの水準を踏まえ企業内最賃協定を締結する。

　④　長すぎる労働時間を是正するため総実労働時間の短縮をはかる。

　⑤　時間外・休日労働の割増率の引き上げに取り組む。

14. 具体的な賃金改善の考え方として、賃金カーブ維持を前提とし、物価上昇に見合うベアによって、勤労者の実質生活を維持・確保することを基本とし、マクロ経済の回復と内需拡大につながる労働側への成果配分をめざすとしています。

15. たたかいの進め方の特徴として、①あらたに共闘連絡会議を設置し、情報開示を積極的に行うことで、相場波及効果を高めていく取り組みをさらに前進させる体制を再構築する、②職場・地域における非正規労働者の雇用確保と待遇改善を広く訴えるために、非正規雇用を中心とした全国キャンペーン（全国一斉キャラバン行動、労働相談、構成組織内での非正規労働者との対話集会等）を実施する等があげられます。

【自治労2009春闘の基本的な考え方】

16. これらの情勢と連合方針を踏まえ、自治労は2009春闘を公正な賃金・労働条件の実現と地域公共サービスの再構築をめざす取り組みと位置づけ、次の３本柱による運動を展開します。

　(１)　賃金改善、同一価値労働・同一賃金を実現する取り組み
　①　自治労は、連合方針を踏まえ、賃金カーブ維持分を確保した上で、物価上昇に見合うベースアップと格差是正分の上乗せを求めます。

　②　人事院が発出した「非常勤職員の給与に関する指針」を活用して、臨時・非常勤職員の賃金改善をめざします。

　③　全国一般、公共民間労組を中心に、連合の中小共闘・パート共闘に結集し、自治労として地域民間賃金の底上げに取り組みます。

　(２)　ワーク・ライフ・バランスの実現と職場のワークルールを確立する取り組み

　①　所定勤務時間について、人事院勧告を踏まえ、１日７時間45分の実現をめざします。同時に、超勤縮減、育児短時間勤務制度導入、有給休暇取得率アップなどワーク・ライフ・バランスの実現をはかる取り組みを進めます。

　②　臨時・非常勤等職員の雇い止めを阻止し、処遇改善に取り組みます。

　③　36協定の締結、不払い残業の撲滅など法令遵守の徹底と公正労働の実現にむけて職場点検活動を行います。

　(３)　市民のくらしと生活を守り、公共サービスを再構築する取り組み

　①　福祉人材確保と地域医療・環境・食の安全を守り、公共サービス基本法の制定を求めるキャンペーン行動を展開します。本部は、地域における食の安全の確保、地方財政の確立と地域医療の確保をテーマに市民対話集会を開催します。県本部はそれぞれの地域の実情にあわせたテーマを設定し、市民対話集会を開催します。

　②　公共サービスに従事する労働者の尊厳ある労働（ディーセントワーク）を確保し、質の高い公共サービスを実現するため、社会的価値の実現に資する入札改革と公契約条例の制定をめざします。
	

	すべての単組が取り組む重点課題

1.　自治労の設定する水準額に基づき賃金要求を設定し、その実現に取り組む。

2.　臨時・非常勤等職員の賃金改善にむけ、時給980円以上の実現をめざす。

3.　１日の所定労働時間７時間45分を実現し、年間総実労働時間短縮に取り組む。

4.　ワーク・ライフ・バランスの実現、職場における男女格差の解消に取り組む。

5.　社会的価値の実現に資する入札改革と公契約条例の制定に取り組む。

	


３．課題別方針

【賃金改善、同一価値労働・同一賃金を実現する取り組み】

1.　取り組みの考え方

　①　公正な賃金の実現にむけ、2009賃金闘争では、次の三つを主要課題にします。

　　ア　物価上昇分のベースアップ＋格差是正

　　イ　自治体臨時・非常勤等職員、非正規労働者の賃金底上げ

　　ウ　全単組で賃金要求の確立、要求書提出

　②　賃金カーブ維持分＋物価上昇分＋格差是正分を要求することを基本とし、賃金表未確立の単組では9,000円プラス格差是正分を要求します。

　③　自治体に雇用されるすべての労働者とすべての地域公共サービス民間労働者を対象とする自治体最低賃金の確立と書面協定化を求めます。その水準は、月給152,200円（国公行(一)１級13号給に1.6％の物価上昇分を加えた額）以上とし、あわせて日給7,610円（152,200円／20日）以上、時給980円（152,200円／155時間）以上を目標とします。とりわけ、自治体臨時・非常勤等職員の賃金については、人事院の非常勤職員の給与に関する指針を活用して常勤職員との均等待遇の実現を求めます。

　④　民間単組は、自治体最低賃金の目標額を参考に、企業内最低賃金の書面協定化をはかります。

　⑤　自治体最低賃金と企業内最低賃金の確立から、地域最低賃金の引き上げをはかります。
2.　地域民間賃金の底上げと地域共闘の強化

　①　自治労全体が地域公共サービス民間労働者・全国一般労働者の賃金引き上げに取り組むとともに、地場中小、パート労働者など地域民間賃金の底上げをはかります。

　②　本部は、連合の春闘諸行動に積極的に参加するとともに、連合の中小共闘、パート共闘に結集します。各県本部、各総支部・ブロックは、地域公共サービス民間労働者・全国一般評議会のたたかいに全体で取り組むとともに、地方連合会、連合地協に結集し、企業への要請、組合激励、支援集会など春闘諸行動に積極的に参加するとともに、中小共闘、パート共闘に結集します。

3.　自治体常勤職員の賃金改善

　①　到達闘争の再構築・活性化の方針を前提に、物価上昇相当分の引き上げを要求します。

　　ア　行政職標準労働者の30歳、35歳、40歳ポイントごとに、自治労の到達闘争の再構築・活性化の目標水準（給料月額）に物価上昇分1.6％を加えた額を要求基準とし、これを超えている自治体では物価上昇分を要求します。

　

	30歳行政職標準労働者の給料月額（基本給）
	256,600円
	国公行(一)３－17水準

	35歳行政職標準労働者の給料月額（基本給）
	309,600円
	国公行(一)３－45水準

	40歳行政職標準労働者の給料月額（基本給）
	370,800円
	国公行(一)４－54水準


　　イ　行政職以外の自治体常勤職員の賃金要求基準は、行政職に関わる賃金要求基準を参考にするとともに、職群ごとの実在者賃金の1.6％以上の引き上げとします。

　　ウ　高卒初任給を、月給152,200円（国公行(一)１級13号給に物価上昇分1.6％を加えた額）以上とします。

　　エ　諸手当については、諸手当率（諸手当のうち管理職手当的な性質のものと時間外手当的な性質のものを除いた合計額の、給料月額に対する率）12.1％を基本とし、あわせて住居手当（持家）の水準維持を求めます。

　②　県本部は、①と単組の到達状況を踏まえ、それぞれ実現可能な賃金要求基準を設定します。

　③　単組は、県本部が設定する賃金要求基準に基づき、単組における賃金要求を設定します。

　④　現業職労働者の賃金については、その引き下げにむけた強力な圧力のなか、実在者賃金の全国平均値＜参考＞以上の水準を維持することとします。

　⑤　団体交渉権確立下における賃金闘争を展望し、要求の基礎データとして、サンプル単組の個別（実在者）賃金の調査を行います。対象は自治体常勤職員の2009年４月分賃金とします。サンプル単組は、100,000人を目標に抽出します。

　⑥　公務員連絡会に結集し、公務員全体の賃金の引き上げをはかります。

　⑦　各県本部および各人事委員会設置自治体単組は、地公関係各組合と連携し、給与勧告にむけた基本姿勢に関わる要求書を人事委員会に提出し、交渉を行います。本部は、公務員連絡会地公部会に結集し、総務省および全人連対策を行います。

　⑧　地方公務員法等改正案は今通常国会がヤマ場になると想定して、反対の立場で国会対策に取り組みます。国会対策にあたっては、人事評価制度への労働組合の対等な立場での参画、標準職務分類表の条例化義務づけ阻止を重点課題とします。

　⑨　自治体における４原則（公平・公正性、透明性、客観性、納得性）と２要件（労働組合の参画、苦情解決制度）を満たした人事評価制度の確立に取り組みます。

4.　臨時・非常勤等職員の賃金改善

　　自治体臨時・非常勤等職員の賃金要求基準は次の通りとし、具体的には、要求書モデルにより全自治体で要求書を提出し、改善します。
　①　臨時・非常勤等職員の賃金改善については、同一価値労働・同一賃金の観点から、常勤職員の時間比例按分による均等待遇をめざします。

　②　臨時職員については、あわせて諸手当の支給と退職手当制度の確立に取り組みます。

　③　非常勤職員については、勤続にともなう昇給分と一時金・諸手当相当分を加算した報酬額にするとともに、通勤費の実費支給を確保します。また、現業職・公営企業職の非常勤職員については、公営企業法に基づき、給料および諸手当の支給を確保します。

　④　臨時・非常勤等職員の賃金水準の底上げのため、自治体最低賃金を確立し、協定化をはかります。

　⑤　自治体最低賃金をベースとして、同一地域・同一職種の臨時・非常勤等職員の統一的賃金相場形成に取り組みます。

5.　地域公共サービス民間労働者の賃金改善

　①　公共サービス民間労働者の賃金改善については、同一・類似の自治体労働者と同一の賃金という基本的な考え方から、公務・民間を横断する地域公共サービス労働者の賃金形成をめざします。

　②　2009春闘では、賃金カーブ維持分＋物価上昇分＋格差是正分を根拠として、実在者賃金の第３四分位値に物価上昇分 (1.6％)を加えた水準を賃金要求基準とします。実情に応じてさらに格差是正をめざします。

　　ア　公共サービス民間事務・技術職標準労働者

　　　30歳ポイント月例給　 　264,900円以上

　　　35歳ポイント月例給　 　317,600円以上

　　　40歳ポイント月例給　 　370,200円以上

　　イ　公共サービス民間現業（技能労務）職標準労働者

　　　30歳ポイント月例給　 　239,100円以上

　　　35歳ポイント月例給　 　286,100円以上

　　　40歳ポイント月例給　 　333,100円以上

　　ウ　公共サービス民間看護職標準労働者

　　　30歳ポイント月例給　 　229,800円以上

　　　35歳ポイント月例給　 　271,800円以上

　　　40歳ポイント月例給　 　313,700円以上

　　エ　公共サービス民間福祉職標準労働者

　　　30歳ポイント月例給　 　237,400円以上

　　　35歳ポイント月例給　 　274,800円以上

　　　40歳ポイント月例給　 　312,100円以上

　③　賃金表未確立の単組では、賃金カーブ維持分4,500円＋物価上昇分4,500円＝9,000円を最低に、格差是正分を上乗せして要求します。

　④　パートタイム労働者をはじめすべての労働者の均等待遇をめざし、企業内最低賃金の協約化（要求基準、月給152,200円以上、日給7,610円以上、時給980円以上）をはかります。あわせてパート労働法を活用します。
　⑤　退職金の改善に取り組みます。

＜参考＞　自治体労働者の実在者賃金（給料月額＝基本給）全国平均値

	
	行 政 職
	現業（技能労務）職
	看 護 職
	福 祉 職

	30歳給料月額
	234,249円
	224,271円
	248,659円
	223,850円

	35歳給料月額
	285,840円
	261,060円
	281,508円
	265,655円

	40歳給料月額
	338,239円
	294,698円
	314,357円
	307,460円


 （2007年４月現在、総務省地方公務員給与実態調査に基づき自治労推計）

6.　全国一般評議会の賃金改善

　①　実質賃金を維持し、生活向上・格差是正を基本とした要求を組織します。連合が提起する中小労働者の賃上げ要求である9,000円を起訴に生活向上・格差是正として定昇込み平均賃上げ要求「10,000円以上」の獲得をめざします。

　②　個別賃金での水準設定は、以下の通りとし、社会的賃金水準への到達を取り組みます。（現在調査中）

　　30歳ポイント月例給　　　　　　　円以上

　　35歳ポイント月例給　　　　　　　円以上

　　40歳ポイント月例給　　　　　　　円以上

　③　企業内最低賃金の要求は月給152,200円以上、日給7,610円以上、時給980円以上とし、賃金水準の底上げをめざします。

　④　要求はすべての職場で取り組むことを基本に、経営困難や合理化を抱えている職場でも事前協議・同意約款の締結など職場課題の改善で創意工夫した取り組みを組織します。

7.　全競労評議会の賃金改善

　①　賃金引き上げ要求については、存廃問題や経営格差が拡大している状況であることから、2008春闘と同様に要求提出の可否も含めて各単組判断に委ねることとします。なお、2008年度決算見込みで黒字となっている単組は、積極的に引き上げ要求をします。
　　　なお、賃金引き上げ要求を提出しない単組においても、さまざまな職場課題の解決へむけて要求提出を行い交渉していくこととします。

　②　年間一時金の「常勤職員並みの支給」について協定化が出来ていない単組は、年間総収入の安定的確保へむけてその協定化をめざしていくこととします。

8.　男女間の賃金格差の是正

　①　男女間賃金格差の是正にむけ、春闘期に単組要求書を提出し、６月の男女平等産別統一闘争期に当局との基本合意をはかることとします。

　②　単組は、賃金プロット図などにより男女別の賃金分布を把握し、賃金格差の実態を明らかにして、採用・登用・配置、昇任・昇格の格差を是正します。

　③　扶養手当、住居手当、寒冷地手当などにおける世帯主要件の撤廃に取り組みます。
＜参考資料①＞　行政職標準労働者等の実在者賃金について

行政職標準労働者の実在者賃金（2007年４月分）

総務省『平成19年地方公務員給与の実態』p.334から

職種別、年齢別、学歴別職員数及び平均給料月額

(１)　全地方公共団体　一般行政職

（単位：人・円）

	区　分
	学歴計
	大学卒
	短大卒
	高校卒
	中学卒

	
	職員数

Ａ
	平　　均

給料月額

ａ
	人　数

Ｂ
	平　　均

給料月額

ｂ
	人　数

Ｃ
	平　　均

給料月額

ｃ
	人　数

Ｄ
	平　　均

給料月額

ｄ
	人　　数

Ｅ
	平　　均

給料月額

ｅ

	　～17
	−
	−
	−
	−
	−
	−
	−
	−
	−
	−

	18～19
	1,248
	143,156
	−
	−
	1
	142,800
	1,247
	143,156
	−
	−

	20～23
	15,832
	169,092
	7,019
	176,985
	1,888
	164,629
	6,922
	162,308
	3
	176,967

	24～27
	46,816
	195,801
	33,224
	197,241
	3,628
	193,101
	9,936
	191,997
	28
	191,061

	28～31
	74,045
	229,118
	49,600
	229,118
	7,518
	228,433
	16,878
	229,437
	49
	219,731

	32～35
	106,414
	270,165
	59,570
	271,616
	14,667
	267,377
	32,088
	268,789
	89
	256,406

	36～39
	103,294
	311,966
	64,253
	316,168
	12,540
	304,455
	26,363
	305,411
	138
	289,983

	40～43
	89,054
	354,003
	54,280
	358,068
	8,524
	343,610
	26,010
	349,196
	240
	325,015

	44～47
	91,956
	384,704
	47,709
	390,556
	8,654
	375,410
	35,225
	379,333
	368
	358,260

	48～51
	109,312
	407,581
	57,042
	414,354
	9,995
	395,941
	41,639
	401,516
	636
	380,246

	52～55
	124,690
	427,007
	49,023
	436,178
	10,458
	418,594
	63,961
	421,881
	1,248
	399,785

	56～59
	122,508
	447,934
	51,680
	460,096
	8,723
	435,795
	59,789
	440,410
	2,316
	416,856

	60～63
	878
	278,994
	38
	466,855
	5
	445,040
	48
	434,721
	1
	485,300

	64～67
	4
	386,325
	2
	448,550
	1
	202,900
	1
	445,300
	−
	−

	68～　
	1
	421,400
	−
	−
	−
	−
	1
	421,400
	−
	−

	合　　計
	886,057
	349,701
	473,440
	343,310
	86,602
	332,384
	320,108
	363,187
	5,116
	390,153

	平均年齢
	
	43.7
	
	42.1
	
	42.3
	
	46.1
	
	53.1


○　30歳実在者の平均給料月額は、28歳～31歳（中央値29.5歳）が229,118円、32歳～35歳（中央値33.5歳）が270,165円であることから、

　　（229,118×3.5＋270,165×0.5）÷４＝234,249

　　234,249円である。

○　35歳実在者の平均給料月額は、32歳～35歳（中央値33.5歳）が270,165円、36歳～39歳（中央値37.5歳）が311,966円であることから、

　　（270,165×2.5＋311,966×1.5）÷４＝285,840

　　285,840円である。

○　40歳実在者の平均給料月額は、36歳～39歳（中央値37.5歳）が311,966円、40歳～43歳（中央値41.5歳）が354,003円であることから、

　　（311,966×1.5＋354,003×2.5）÷４＝338,239

　　338,239円である。

現業（技能労務）職標準労働者の実在者賃金（2007年４月分）

総務省『平成19年地方公務員給与の実態』p.334から

職種別、年齢別、学歴別職員数及び平均給料月額

(１)　全地方公共団体　技能労務職

（単位：人・円）

	区　分
	学歴計
	大学卒
	短大卒
	高校卒
	中学卒

	
	職員数

Ａ
	平　　均

給料月額

ａ
	人　数

Ｂ
	平　　均

給料月額

ｂ
	人　数

Ｃ
	平　　均

給料月額

ｃ
	人　数

Ｄ
	平　　均

給料月額

ｄ
	人　数

Ｅ
	平　　均

給料月額

ｅ

	　～17
	2
	138100
	−
	−
	−
	−
	−
	−
	2
	138100

	18～19
	28
	144,621
	−
	−
	−
	−
	20
	143,225
	8
	148113

	20～23
	651
	164,250
	20
	164,835
	91
	162,280
	427
	164,682
	113
	164,069

	24～27
	2,472
	191,354
	89
	187,592
	226
	187,267
	1,620
	192,054
	537
	191,520

	28～31
	7,635
	221,047
	273
	212,802
	673
	213,979
	4,914
	222,490
	1,775
	220,983

	32～35
	14,639
	250,437
	376
	237,820
	1,060
	240,729
	9,577
	252,483
	3,626
	249,159

	36～39
	18,645
	278,764
	344
	263,810
	950
	272,453
	12,586
	280,817
	4,765
	275,678

	40～43
	20,372
	304,258
	329
	292,744
	921
	293,373
	13,783
	306,083
	5,339
	302,152

	44～47
	22,710
	327,466
	325
	316,788
	1,201
	311,387
	15,056
	329,256
	6,128
	326,787

	48～51
	21,889
	347,632
	385
	349,359
	1,115
	330,570
	13,898
	348,010
	6,491
	349,660

	52～55
	24,472
	367,724
	252
	362,506
	677
	345,248
	14,463
	368,333
	9,080
	368,586

	56～59
	34,794
	386,011
	124
	379,331
	494
	364,058
	18,880
	387,811
	15,295
	384,555

	60～63
	2,336
	325,299
	5
	398,100
	17
	382,012
	461
	384,211
	895
	385,764

	64～67
	1
	416,600
	−
	−
	−
	−
	−
	−
	1
	416600

	68～　
	−
	−
	−
	−
	−
	−
	−
	−
	−
	−

	合　　計
	170,646
	325,644
	2,522
	290,403
	7,425
	289,283
	105,685
	324,252
	54,055
	336,534

	平均年齢
	
	46.8
	
	41.9
	
	42.6
	
	46.2
	
	48.8


○　30歳実在者の平均給料月額は、28歳～31歳（中央値29.5歳）が221,047円、32歳～35歳（中央値33.5歳）が250,437円であることから、

　　（221,047×3.5＋250,437×0.5）÷４＝224,721

　　224,721円である。

○　35歳実在者の平均給料月額は、32歳～35歳（中央値33.5歳）が250,437円、36歳～39歳（中央値37.5歳）が278,764円であることから、

　　（250,437×2.5＋278,764×1.5）÷４＝261,060

　　261,060円である。

○　40歳実在者の平均給料月額は、36歳～39歳（中央値37.5歳）が278,764円、40歳～43歳（中央値41.5歳）が304,258円であることから、

　　（278,764×1.5＋304,258×2.5）÷４＝294,698

　　294,698円である。

看護職標準労働者の実在者賃金（2007年４月分）

総務省『平成19年地方公務員給与の実態』p.18から

	平均給料月額
	304,502

	平均年齢
	38.5


また、看護職の初任給は、同p.210から、都道府県の単純平均で、189,531円。この年齢を21歳と仮定して、21歳の平均給料月額と38.5歳の平均給料月額とを直線で結び、30歳、35歳の平均給料月額を求めるとともに、外挿により40歳の平均給料月額を求める。

	平均年齢
	21
	30
	35
	38.5
	40

	平均給料月額
	189,531
	248,659
	281,508
	304,502
	314,357


福祉職標準労働者の実在者賃金（2007年４月分）

総務省『平成19年地方公務員給与の実態』p.18から

	平均給料月額
	328,363

	平均年齢
	42.5


また、総務省がデータを公表していないことから、国家公務員福祉職俸給表の高校卒（18歳）初任給、１級１号俸148,600円を用いることにする。18歳の給料月額と42.5歳の平均給料月額とを直線で結び、30歳、35歳、40歳の平均給料月額を求める。

	平均年齢
	21
	30
	35
	40
	42.5

	平均給料月額
	148,600
	223,850
	265,655
	307,460
	328,363


【ワーク・ライフ・バランスの実現と職場のワークルールを確立する取り組み】

1.　取り組みの考え方

　①　少子・高齢化が急激に進行するなかで持続可能な社会を形成するためには、職場における仕事への関わり方にとどまらず、充実した生活や地域活動への積極的な参加などの意識改革と、公正労働基準の確立や子育て・介護支援策など政策・制度の改善が必要です。それが「ワーク・ライフ・バランス」の実現であり、労働組合自らが主体となって社会的な運動をつくり上げることが求められています。

　②　同時に、常勤職員はもとより、臨時・非常勤等職員や公共民間労働者のワークルールの遵守、心身の労働安全衛生の徹底など、公正な働き方が実現できる取り組みが重要になっています。

2.　ワーク・ライフ・バランスを実現する取り組み

　(１)　年間総実労働時間短縮の取り組み

　①　年間総実労働時間1800時間を目標として労働時間の短縮を進めるため、以下の取り組みを推進します。

　　ア　人事院勧告を踏まえ、全単組において所定労働時間を１日７時間45分、週38時間45分に短縮するよう取り組みを進めます。

　　イ　職員の労働時間や業務実態について把握・分析するとともに、その結果を踏まえて、労働時間の短縮に関する年間行動計画の策定を求め、適正な職員配置に取り組みます。

　　ウ　修学や国際貢献のための休業の制度化をはじめ、自己啓発・自己実現、社会貢献のための総合的休業制度の創設を求めます。また、リフレッシュ休暇、有給教育休暇等、労働者の生涯設計に応じた各種休暇制度の新設・拡充にむけた取り組みを進めます。

　　エ　時間外労働の縮減にむけ、すべての職場における36協定の締結を進めるとともに、協定内容の点検と見直しを行います。

　　オ　年次有給休暇の完全取得を可能とするため、取得しやすい職場環境づくりや年休取得による不利益扱いの排除に取り組みます。

　　カ　安全衛生委員会等を通じて、定期的かつ有効な職場点検活動を実施し、長時間労働の改善、職場環境の改善、教育・訓練などの充実、仕事の進め方の改善に取り組みます。

　②　連合の「割増共闘」の取り組み方針を踏まえ、連合『中期時短方針』（時間外50％、休日100％）の達成をめざします。

　(２)　ワーク・ライフ・バランスの実現

　①　労働時間短縮の実現にむけた自治体・雇用主および労働者の意識改革を進めるため、「ワーク・ライフ・バランス」の考え方の浸透をめざし、次の３点を目標として、以下の取り組みを進めます。

　　・超勤縮減・不払い残業撲滅

　　・育児のための短時間勤務制度の全単組導入を柱とする男女平等職場の実現

　　・有給休暇取得率のアップ

　　ア　ワーク・ライフ・バランス推進官民トップ会議で検討された「ワーク・ライフ・バランス憲章」および「行動指針」を踏まえ、自治体に対し、ワーク・ライフ・バランスの推進体制の確立や行動指針の具体化を求めます。

　　イ　連合の提起する「私たちの働き方改革宣言」運動を進めます。その一環として、自治労本部は、個人の暮らし全般にわたる仕事と生活の調和の実現状況より５項目（①仕事・働き方、②家庭生活、③地域・社会活動、④学習や趣味・娯楽等、⑤健康休養）を指標とした「ワーク・ライフ・バランス実現度チェックシート」、「○○市ワーク・ライフ・バランス労使宣言」を作成します。

　　ウ　単組は、イで掲げたチェックシートと宣言案をもとに、組合員の仕事と生活の調和状況を確認し、労使でワーク・ライフ・バランス宣言を採択し、具体的実現にむけて取り組みを進めます。

　(３)　不払い残業の撲滅にむけた取り組み

　①　不払い残業の撲滅をはかるため、以下の施策を労使で策定し、確認内容について協定化をはかります。

　　ア　人事院「超過勤務の縮減に関する指針」および厚生労働省通達「労働時間の適正な把握のために講ずべき措置に関する基準」「賃金不払残業の解消をはかるために講ずべき措置等に関する指針」を踏まえ、実効ある時間外労働規制策の策定を求めます。

　　イ　ＩＴなどの活用を通じた労働者の始・終業時間や休日労働の正確な実態を把握できる勤務時間管理体制の構築をめざします。

　②　労働基準法方式による算定に基づく必要な超過勤務手当財源を確保し、全額支給の徹底に取り組みます。

　(４)　男女平等の職場の実現にむけた取り組み
　①　男女平等の職場づくりにむけ、学習と点検行動を通じた要求づくりと提出を行います。とりわけ、採用・登用・配置実態、賃金実態に関わる格差の実態と要因について労使間で認識し、女性職員の採用・登用・配置の拡大計画の進捗状況の点検を進めるとともに改善に取り組みます。

　②　各単組は育児や介護など家族的責任を有する男女の両立支援策を拡充するため、育児・介護を行う職員への早出・遅出出勤の適用、男性の育児休業等の取得促進、配偶者の産前産後期間における男性職員の特別休暇の導入、子の看護休暇の拡充等に取り組みます。

　③　「育児のための短時間勤務制度」の導入をはかるとともに、育児休業をした職員の復職後の換算率を100％とすること、また復職時の配置についても配慮するよう求めます。

　④　改正男女雇用機会均等法（2007年４月施行）を職場に定着させるとともに、男女平等の働き方の実現にむけ、改正男女雇用機会均等法の学習とともにワークシートを活用して、職場実態を点検し、是正します。

　⑤　セクシュアル・ハラスメントの防止および解決をはかるため、2008年４月に改訂された「LET'S CHALLENGE」（男女平等の職場づくりのための要求ガイドブック）を活用し、相談窓口や対策委員会の設置を含めた「要綱策定」の取り組みを引き続き進めます。

3.　ワークルールの確立

　(１)　臨時・非常勤等職員の雇用確保と権利確立の取り組み

　①　自治体の臨時・非常勤等職員の雇い止めを阻止し、雇用確保を最大の課題とし、県本部・単組は継続雇用の取り組みを強めます。また、非常勤等職員が従事する職務に再任用職員がそのまま従事する運用は制度の性質から不適切なため、このような運用を行わせないよう取り組みます。

　②　臨時・非常勤等職員の処遇、権利問題などに関する法律について学習会などを通して、認識の共有化をはかります。

　③　組織化と処遇の改善をめざし、臨時・非常勤等職員の休暇・福利厚生制度、社会保険などの適用をはじめとする権利状況などの調査、労働相談と改善要求に取り組みます。

　④　臨時・非常勤等職員への育児・介護休業法の適用を求めるとともに、当面、自治体では要綱で確立する取り組みを進めます。

　⑤　任期付短時間勤務職員制度を活用し、条例化の取り組みを進めます。任期については、同一の職員を継続して雇用することを妨げないという趣旨の総務省交渉の結果を踏まえ雇用継続を確立します。なお、本格的な短時間公務員制度については、引き続き、その確立を求めます。

　⑥　民間職場の臨時・パート職員に対して、パート労働法（2008年４月施行）の適切な運用をはかり、休暇制度、福利厚生制度などの均等待遇の確立や、正規職員への転換をはかる取り組みを進めます。

　⑦　臨時・非常勤等職員を保護する法制度の確立にむけて取り組みを進め、地位、処遇の明確化をはかります。

　(２)　法令遵守を徹底し、職場のワークルールを確立する取り組み

　①　自治体における官製談合や不正経理事件など、公共サービスへの市民の信頼を損なう行為を一掃し、チェック機能を果たすという労働組合の社会的責任を発揮する立場で、職場から法令遵守の徹底と公正労働の実現にむけて、全単組で２月を集中月間として職場点検運動を進めます。

　　ア　労働基準法、労働安全衛生法、育児・介護休業法等を遵守させるため、以下の職場点検運動を取り組みます。

　　　　36協定の締結、不払い残業の撲滅、有給休暇の完全消化、安全衛生委員会の設置・開催、快適職場環境の実現、健康診断の実施、育児・介護を行う者の時間外労働規制など現に自治体が行っている業務が偽装請負によってアウトソーシングされることのないよう、チェックシート＜別記３＞を活用して監視するとともに、現に請負（委託）として働いている労働者の組織化、雇用確保と公正な労働基準の確立をめざします。

　　イ　労基法第15条に基づき、自治体における臨時・非常勤等職員や民間におけるパート労働者などに対する労働条件通知書の発行を求めます。

　②　県本部・単組は、自治労のめざす公務員制度改革の実体化をはかるため、以下の取り組みを強化します。

　　ア　協約・協定による賃金・労働条件等の決定システムの確立を通じて、対等・平等な労使関係を構築するとともに、協約・協定の点検活動を実施します。

　　　　また、全単組は、地方公営企業等の労働関係に関する法律第７条に規定する事項（交渉の範囲）を最低として、協約・協定を締結する取り組みを進めます。

　　イ　地方公務員の団体交渉を確立するため、争議権が制約されている公務員の団体交渉における誠実交渉の全体化をはかります。

　③　民間の職場においては、県本部・単組は、労働組合法を遵守させ、団交拒否、不当解雇など不当労働行為をなくす取り組みを強めるとともに、全単組での労働協約締結、組合休暇の確立をめざし取り組みます。また、労働条件の一方的改悪を許さず、事前協議・同意協定の確立をはかります。

　④　災害時における復旧業務が法・条例、就業規則や労働協約の定める範囲を逸脱して行われる現実を踏まえ、災害における危機管理体制の一環として、業務の体制、取引先・委託先等との連携のあり方などの取り決めを協約化する取り組みを春闘を期に開始します。

　⑤　公正労働基準を実現するために、公契約条例制定をめざし、取り組みを進めます。

　⑥　労働契約法（2008年３月施行）は、これまで個別に判例によって示されてきた見解を整理し、労働契約についての基本的なルールを明確にしています。経営者による恣意的な取り扱いを排し、法の適切な運用をはかるよう求めていきます。

　⑦　労働者派遣法の規制緩和の結果、派遣労働者の劣悪な労働条件は深刻な社会問題になっています。雇用の安定と公正な処遇のため、労働者保護の視点にたった法改正を求めるなど、連合に結集し、取り組みを進めます。

　(３)　地域公共サービス民間労働者の雇用確保と権利確立の取り組み

　①　指定管理者制度や民間委託など公共サービスのアウトソーシングが進められた結果、分限免職、解雇問題が多発するなど雇用をめぐる労働環境は悪化しています。このため、公・民を問わずすべての労働者の雇用が守られ、安心して働き続けられる労働環境の確立にむけて取り組みを進めます。

　②　県本部・単組は、指定管理者制度導入・市場化テストなどにともなう公社・事業団、社協の統廃合、また競争入札による委託先企業の変更に対し、雇用保障・継続のたたかいを強めます。自治体に対し設置責任や事業の安定的継続的運営を確認しつつ、受託団体・企業に対しては雇用責任と運営責任の履行を求め、「雇用保障」や「雇用継続」の協定を自治体、当該事業団体、労働組合の連名で締結します。

　③　指定管理者の選定にあたっては、公共サービスの質・水準の確保の観点から、公正労働、雇用継続、障害者雇用、男女平等参画、ワーク・ライフ・バランス等を総合評価する基準の確立を求めます。

　④　指定管理者制度において、当該単組と関係自治体単組は、事業の自己評価を行い、自治体当局に対しても事業評価を求め、事業継続にあたっての改善点等について労使間での認識の共有化をはかります。

　⑤　県本部と関係自治体単組は、未組織の公社・事業団の職員に対し、指定管理者選定基準にかかる自治体との交渉や雇用保障には労働組合が必要であることを訴え、組織化の取り組みを進めます。

　(４)　高齢者雇用の取り組み

　①　2007年度３月末で、高齢者再任用制度を条例化している自治体は、市・特別区で92％、町村では86％ですが、再任用を実施した自治体は、市、特別区で38％、町村で６％に過ぎません。全単組での条例化と実運用をめざして取り組みを強化します。

　②　民間事業場においては、65歳までの高齢者雇用継続にむけて、高年齢者雇用安定法の趣旨を活かし取り組みを進めます。

【市民のくらしと生活を守り、公共サービスを再構築する取り組み】

1.　取り組みの考え方

　①　公共サービスをめぐる現状は、今日、危機的状況にあります。財政難や財政再建に直面している自治体はさまざまな公共サービスの削減と総人件費の抑制を強行しています。地域公共サービスは地方財政健全化法の施行や公立病院ガイドラインの策定などを通じて今後ますます、民間委託、指定管理者制度、地方独立法人化、市場化テストの導入などさまざまな民営化手法を導入した歳出削減策を通じて、保育や医療、介護、環境といった生活に関わる公共サービスの範囲と経費が縮小し、福祉・医療の崩壊がはじまっています。

　②　そのなかで、地方における過疎化と大都市における過密化の進行、人口減少・少子・高齢社会の進展、拡大する格差社会と貧困の増大をめぐってセーフティネットとしての地域公共サービスへの期待が高まる一方で、その負担をめぐる論議が問われています。地域にとって不可欠な公共サービスとは何か、そしてそれを持続的に支えていく財政基盤のあり方について、あらためて市民とともに論議する必要性に迫られています。

　③　そのためには、市民のくらしと生活を守り、安心と信頼のための公共サービスの提供体制について給付と負担を含め市民との連携のなかから合意形成し再構築していく必要があります。

　④　2009春闘では危機に直面している市民のくらしと生活を防衛する立場にたって、構造改革路線を中止させ、「公共サービスを削減する政策」から「安心・安全・信頼の公共サービスを再構築する政策」へと転換させるとともに、それを担う労働者の公正労働と雇用の確保をはかるために、安定的な財源確保のための地域合意を形成しながら取り組みを強化していきます。

2.　取り組みの目標

　①　「安心・安全・信頼の公共サービスを再構築する政策」へと転換させるため、公務労協の「良い社会をつくる公共サービスキャンペーン」と連携した取り組みを引き続き強化発展させ、地域における市民・利用者・自治体議員・ＮＰＯ団体・有識者・関係団体との連携を通じ政策提案型の開かれた運動に取り組んでいきます。

　②　地域公共サービスの質や給付・負担のあり方、財源問題等について合意形成をはかるための市民参加の対話集会の開催に取り組んでいきます。

　③　「質の高い公共サービスの確保」をはかるための不可欠な人材と財源の確保、ディーセントワークの確立、入札改革・公契約条例制定などの運動を地方連合会などと連携して取り組んでいきます。

3.　具体的な取り組み

　(１)　連合・公務労協と連携した取り組み

　①　連合「STOP! THE 格差社会キャンペーン」と連携し、中央・地方での運動に取り組みます。

　②　公務労協「良い社会をつくる公共サービスキャンペーン」を主体的に担い、公共サービス基本法の制定にむけた取り組みを展開します。

　(２)　福祉人材確保と地域医療・環境・食の安全を守り、公共サービス基本法の制定を求めるキャンペーン行動の展開

　①　本部は、福祉人材確保と地域医療・環境・食の安全を守り、公共サービス基本法の制定を求めるキャンペーン行動について春闘期を起点とし、２月から４月にかけて展開します。

　　　本部は、公共サービスキャンペーンの一環として、（ア）地域における食の安全の確保、（イ）地方財政の確立と地域医療の確保、をテーマに市民参加の対話集会を、東西ブロックで開催します。

　　　すでに取り組んでいる、福祉人材確保キャンペーンのためのグッズや地域医療を守るキャンペーンのためのポスターやリーフレットを活用した、各地域レベルでの各種集会やシンポジウムなどを支援します。

　②　県本部は、保育や介護等の福祉人材確保や地域医療の確保、環境問題や食の安全などを公共サービスキャンペーンのテーマに設定し、以下の取り組みと連動して２～４月に市民参加の対話集会を開催します。

　　ア　介護人材とサービスの質を確保し、勤務生活を続けられる賃金保障を求める取り組みでは、2009年介護報酬引き上げ改定を受けて、介護労働者全体の賃金・労働条件の引き上げに取り組みます。

　　イ　公立病院改革の取り組みでは、2007年に引き続き、地域医療の確保を柱に県本部単位、２次医療圏単位、市町村単位等可能な範囲で地域フォーラムを開催していきます。

　　　　地域医療の中核として不採算医療を担う公的医療機関としての位置づけの明確化と医師・看護師不足を解消するため賃金・労働条件の改善と人員確保を求めていきます。

　　　　2009年公立病院改革ガイドラインへの取り組みでは、病院財政の健全化のための財政措置を求めていきます。

　　ウ　安心安全の環境と食を確保する取り組み

　　　　市民や地域社会との連携を通じた生ごみ等の地域資源循環の取り組み、学校給食等における食の安全の取り組み、水基本法制定の取り組みなどに取り組みます。

　　エ　公共サービス基本法制定の取り組み

　　　　公共サービス基本法の制定にむけて、各県公務労協と連携し学習会などのキャンペーン活動に取り組みます。

　　オ　公共サービスキャンペーンと連動して、公共サービスと地方財政のあり方について学習会を開催します。
　(３)　入札改革・公契約条例制定などによる公正労働基準を確立する取り組み

　①　公共サービスの質の確保と、公共サービスを支えるすべての労働者の処遇確保・公正労働を求め、人間らしい生活を実現する地域の社会運動の一つとして、入札制度の改革と公契約条例制定に取り組みます。すべての自治体単組関連労組で入札改革に着手します。

　②　県本部・単組は地方連合会、連合地協と連携して次の取り組みを進めます。

　　ア　公契約条例を求める前段の取り組みとして、各自治体に対し、入札制度における落札者決定ルールの改善を求めます。具体的には、適切な人件費を確保できる積算基準の確立、労働法などの法令遵守規定、労働集約型請負への最低制限価格制度や低入札価格調査制度の導入、総合評価方式の導入を求めます。

　　イ　連合、各地方連合会と連携し、各自治体および関連団体に対し、公契約条例の制定を求めます。あわせて、制定にむけた研究会・審議会等の設置を労働側委員の参加も含めて求めます。

　　ウ　協力政党、各地方議会の自治労・連合の組織内・協力議員に対して、入札制度改革・公契約条例の制定のための要請行動を行います。あわせて、地域の各種の経営者・経済団体や関係政党議員への働きかけを行います。

　　　　また、これらを基礎に、自治体議会での意見書採択を進めます。
　　エ　自治労・連合の推薦議員・首長に対し、入札制度改革と公契約条例の制定を公約とするよう要請します。

　　オ　「入札制度の改革や公契約条例の制定は地域の社会運動」として位置づけ、連合、地方連合会、入札改革に取り組む全建総連、市民団体等と連携して、条例の制定などを求める集会等を開催し、地域の世論形成をはかります。

　　カ　具体的な取り組みとして、連合が重点ブロックとして指定した北海道、東北（青森、岩手、秋田、山形、宮城、福島）、北陸（新潟、富山、石川、福井）、九州（福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島、沖縄）の各地方連合会の自治体について、自治体決議と条例化の取り組みの強化をはかります。

　③　本部は、昨年指定の県本部や連合指定の重点ブロックを踏まえ、下記の通り重点県本部・地域を指定し、その成果を全国化するよう取り組みます。

　　　●●県本部

４．たたかいの進め方

1.　すべての単組は必ず要求書を提出し、交渉を行うことを重視します。各単組は、すべての単組が取り組む重点課題をもとに、職場討議を行いながら、２月末までに要求書を提出することとします。

2.　全国的には２月10日（火）の連合2009春季生活闘争・闘争開始宣言集会を起点とし、全国での春闘諸行動が開始されます。単組は、生活を維持・向上させる賃金水準の確保と労働条件改善、地域公共サービスの質の向上と公正労働の実現への決意を示す、高率でのストライキ批准をめざします。ストライキ批准投票は、年間を通して一波につき２時間を上限とするストライキとし、２月16日（月）～23日（月）のゾーンのなかで単組ごとに投票日（期間）を設定します。また、本部への報告日を２月24日（火）とします。

　　この前段に、本部は県本部オルグ・点検活動を行います。オルグ・点検活動は春闘組織化の時期にあたる２月２日（月）～２月13日（金）をゾーンとします。

　　また３月13日（金）には、全国統一指標を掲げ、戦術を配置しながら、対自治体闘争をたたかいます。

＜賃金労働条件に関わる取り組み＞

1.　公共サービス民間労働者の取り組み

　①　連合は、民間のヤマ場を３月●日に設定しています。春闘で賃金決着する自治労公共サービス民間労働組合は２月末までに要求書を提出し、３月内決着（遅くとも４月中旬までの最終決着）をめざし、交渉を積み上げます。このため、当該組合では全員参加の闘争体制とストライキ権の確立をはかります。また、連合中小共闘に積極的に結集します。

　②　２月６～７日に公共民間評2009春闘討論集会を開催し、積極的に春闘に取り組みます。

2.　全国一般評議会の取り組み

　①　春闘要求提出にむけて、１～２月に職場段階の役員・活動家も含めた「ブロック春闘討論集会」およびすべての地方本部で2009春闘討論集会・学習会、業種別部会の交流集会を開催し、意思統一をはかります。

　　　全国一般評議会として賃金引き上げ統一要求基準をもとに、各職場段階で２月末までに要求提出を取り組みます。またスト権確立とすべての組合員が参加する春闘体勢を確立します。早期決着をめざして、連合および中小共闘センターの回答ゾーン・解決促進ゾーンをもとに、全国一般評議会の回答指定日の設定と統一行動を配置し、たたかいます。

　②　自治労と全国一般の完全統合を踏まえ、地域運動の強化にむけて、春闘討論集会や総決起集会の共同開催、県本部公共民間労組との交流と相互支援、春闘解決促進集会の取り組み、入札制度改革・公契約条例制定など、連携した取り組みを追求します。
3.　公務員部門の取り組み

　①　公務員連絡会の春季要求書は、２月●日（●）に政府、人事院に提出されます。これを公務員部門の正式な春闘のスタートとします。公務員連絡会・地公部会としても、●日に地方公務員の課題を中心とした要求書を、総務省や全人連に提出します。

　②　要求書提出後、節々で幹事クラス交渉、書記長クラス交渉を設定し、2009春闘回答指定日にむけて交渉を継続的に積み上げます。

　③　県本部、人事委員会が設置されている自治体の単組は、公務員連絡会を構成する地公関係各組合と連携し、２月●日を基準に給与勧告にむけた基本姿勢に関わる要求書を人事委員会に提出し、交渉を行います。

　④　中央行動日を次の通り設定し、政策制度、公務員制度改革、総人件費改革課題と結合させ、決起集会等を実施します。

　　　●月●日（●）

　　　●月●日（●）

　⑤　民間組合のヤマ場を経た３月●日（●）を回答指定日に設定し、委員長クラス交渉委員による総務大臣、人事院総裁交渉を実施し、人勧期・確定期に結びつく春の段階の誠意ある回答を引き出します。

　⑥　すべての自治体単組は、臨時・非常勤等職員の労働条件確保・不当な雇い止めの阻止にむけ、権利状況などの調査を行います。

　⑦　２月21日（土）に臨時・非常勤等職員全国協議会総会および全国交流集会を開催し、臨時・非常勤等職員の全国的な連携を強めます。また、連合のパート共闘に積極的に結集します。

＜公共サービスの再構築にむけたキャンペーン等の取り組み＞

1.　自治労として、「公共サービスキャンペーン」を主体的に担う立場から、以下の行動に取り組みます。

　①　本部は、地域モデル集会として、●月●日「地域における食の安全の確保」、●月●日「地方財政の確立と地域医療の確保」をテーマに東西ブロックで市民対話集会を開催します。

　②　県本部は、これらのキャンペーンに連動し、春闘期を目途に、公務労協構成組織と連携した公開シンポジウム、県民対話集会などを開催します。具体的には、保育や介護等の福祉人材確保や地域医療の確保、環境問題や食の安全などにおける地域課題を設定します。

　③　また県本部、単組では、地方連合会や連合地協と連携し、公契約条例制定の取り組みなどを中心に、各自治体に対して公正労働基準の確立を求めます。

＜連合春闘への参加＞

1.　２月10日（火）の連合2009春季生活闘争・闘争開始宣言集会に積極的に参加します。

2.　２月●日（●）に予定されている連合パート集会をはじめとした、連合が開催する諸行動、各種集会に積極的に参加します。

3.　民間のヤマ場前段の３月７日（土）に開催される連合総決起集会に参加します。

4.　県本部・単組は上記の行動の節目にあわせ、地方連合会・連合地協などとともに、地域の民間中小の賃金闘争と雇用確保闘争の支援、入札制度改革、公契約条例制定など政策・制度要求実現の街宣活動を行います。

5.　連合は、相場波及効果を高めるため、今春闘から新たに５つの共闘連絡会議を設置することとしています。自治労はこのうちインフラ・公益共闘連絡会議、流通・サービス共闘連絡会議に結集して取り組みます。また、引き続き有志共闘にも参加します。

6.　連合は、中小共闘、パート共闘等の連携強化により、未組織労働者も含めた相場波及をめざすとしています。自治労は、地域労働運動を積極的に担う立場から、中小・地場組合の３月内決着にむけ、民間の相場形成を支援します。また、公共サービス民間労働組合評議会、全国一般評議会を中心として、連合の設置する中小共闘センターに積極的な参加をし、取り組み強化をはかります。
＜全国統一行動日の設定＞

1.　３月９日（月）から３月12日（木）までを「対自治体統一行動ゾーン」とし、県本部・単組は組織拡大・強化の取り組みと結合して、総決起集会を開催します。

2.　自治体単組は３月13日（金）に29分時間内食い込み集会を配置しながら、「統一行動指標」を掲げ、当局に回答を迫り、文書確認（協約・協定等）を行います。

3.　すべての単組は、公務員連絡会の設定する全国統一行動日に職場集会を行うなど、全組合員へのオルグ・情報伝達となる行動を実施します。県本部・本部はこれらの実施状況を点検し、行動の徹底をはかります。行動日は次の通りです。

　　　第１次全国統一行動日　２月●日

　　　　　　　　　＜要求書提出の翌日＞

　　　第２次全国統一行動日　３月●日

　　　　　　　　　＜中央行動日に連動して＞

　　　第３次全国統一行動日　３月●日

　　　　　　　　　＜回答日翌日に政府・人事

　　　　　　　　　　院回答内容報告・確認＞

4.　すべての単組は、要求実現のための諸行動および交渉の全過程において、女性役員が責任と権限を分担する取り組みを行います。

5.　対自治体全国統一行動指標について

　　以下の６つの指標を掲げ、29分の時間内食い込み集会を配置し、当局に回答を求めます。また当局の回答に際しては、文書確認を取ることを基本とします。

	

	2009春闘「対自治体３・13全国統一行動指標（案）」

①　現行の賃金水準の改善に努めること。

②　臨時・非常勤等職員の雇い止めを行わず、人事院指針を踏まえた処遇改善に努めること。

③　１日の所定労働時間を７時間45分とし、労働時間管理を徹底すること。

④　自治体が委託する公共サービス関連の事業所について、雇用確保に努め、労働基準法など法令遵守させること。このため、委託契約手続に関わって、公正労働基準を確保する条項を設けること。

⑤　男女間の個別賃金実態を明らかにし、格差の解消に取り組むこと。

	


５．春闘教宣について

　2009春闘教宣物については、次の通りとします。

①　連合本部媒体物、連合ポスター

②　公務労協媒体物

③　自治労独自媒体物

　ア　公共サービスキャンペーン資材

　イ　公共サービス基本法学習資材

　　　（じちろう新聞特集号など検討中）

　ウ　批准投票用紙（リーフレット兼用）

　　　　　　　　　　　　　全組合員対象

　エ　機関紙「じちろう」春闘特集号

　　　　　　　　　　　　　全組合員対象

　オ　ニュースＢＯＸ　単組機関紙等の清刷り集として制作　　　　　全 単 組

　カ　ワッペン　希望する県本部に本部が統一して制作を斡旋する（経費負担は県本部）

＜資料２＞

連合2009春季生活闘争方針（案）
連合はこれまで、格差社会からの脱却を運動の重点に置き、賃金の底上げと格差是正に結びつく賃金改善、非正規労働者の処遇改善や正社員化、ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた労働時間の短縮、割増率の引き上げ等に取り組み、労働分配率の反転をめざし総力をあげて闘争を推進してきた。こうした中で起きた今回の米国発の金融・経済危機は、急激な円高や株の乱高下を招き、春季生活闘争をめぐる環境は日増しに厳しさを増している。しかし、労働者生活は輸入インフレによる物価上昇によって実質賃金が減少しており、実質生活の維持が困難となっている。物価上昇分を労働者に負担させる現在の状況は、消費が低迷する日本の経済体質をさらに歪めることになる。
今、労働組合に求められることは、物価上昇に見合った賃金引き上げを行い、自律的な経済発展へ転換を図っていくことであり、そのことが最大の景気対策となる。こうした取り組みによって、持続的成長を確保するとともに、安心できる社会保障制度の確立等によって国民の不安を解消していくべきである。
一方、今回の危機は、市場原理主義の限界を示すものであり、今こそパラダイムシフトが必要である。場当たり的な経済対策では、この危機を乗り越えることはできない。連合は、10 月23 日の中央執行委員会で確認した「歴史の転換点にあたって～希望の国日本へ舵を切れ～」にもとづき、効率と競争最優先の価値観から公正と連帯を重んじる社会の実現をめざし、政策の転換を求めていく。
Ⅰ．生活・雇用の実態と取り巻く情勢
１．日本経済の動向
サブプライムローン問題に端を発した米国の金融危機は世界に波及し、株や証券価格を暴落させ、金融市場の信用収縮を引き起こした。こうした金融パニックは、実体経済にも影響を与えており、世界からの資金投下によって急速に発展を続けてきたBRICsを含め、世界経済全体が大きく落ち込むことが危惧されている。
日本は、米国の金融危機の影響が限定的といわれているものの、世界経済の減速等により外需は減少、内需も原材料価格の高止まりや、家計の改善の遅れから低迷し続けており、雇用情勢も厳しさを増しつつある。内需の中心である消費が長期的に低迷している中で、これまで成長を牽引してきた輸出と民間設備投資もマイナスに転じるなど、主な需要項目は総崩れとなっている。今後の先行きについても、世界的な景気後退から、日本においても実体経済への影響が出始めており、更なる深刻化が懸念される。
このため、政府は追加景気対策を決定したが、当面、金融市場の正常化に向けた対策を早急に講じるとともに、実体経済の力強い回復に向けた対策が必要である。とくに、疲弊している地域経済対策や中小企業の貸し渋り・貸しはがし対策などが不可欠である。
２．労働者の生活実態
賃金（国税庁：民間給与の実態）は、1997年度から10年間のうち９年間で減少しており、その結果、2007年度の水準は1997年度より6.4％も低下している。また、労働分配率も６年連続で低下しており、第一次石油危機（1973年～74年）以降、最も低い水準にまで落ち込んでいる。これに加えて、消費者物価（前年同月比・総合）は、原油価格をはじめとする輸入物価の高騰から、2008年２月に１％を超え９月は８月と同じ2.1％の上昇となった。2008年度の消費者物価の見通しについては、激変する経済環境の中で不透明な状況となっているものの、原油や資源価格などが下落傾向にあることから、１％台半ばと想定される。
また、失業率は、2007年７月には3.6％まで改善されたが、その後の景気後退とともに４％を超える状況となり、有効求人倍率も0.84倍（９月）にまで低下した。このような中で、景気後退を理由とした雇用調整の動きも出てきており、雇用情勢は今後、予断を許さない状況となっている。
連合生活アンケート（2008年６月）によれば、生活への満足度は、前回調査（2006年）に比べ大幅に下落し、生活の厳しさの一端を表している。満足は、56.5％から45.2％へ下がり、逆に不満は42.0％から53.6％へ大幅に上昇した。
○　９月の消費者物価を項目区分でみた基礎的支出（生活必需品）は3.4％上昇し、購入頻度区分の年９回以上購入する品目は5.0％上昇した。
○　年収200万円以下（国税庁：民間給与の実態）の低所得者層は1,032万人（2007年）で５年前に比べ21％増加した。このうち女性が74％と、４分の３を占めている。年収1,000万円超の層（同調査）も５年前に比べ７％増加。
○　非正規就業者の割合は35.5％（総務省：2007年就業構造基本調査）に達している。また、厚生労働省の就業形態の多様化に関する総合実態調査（2007年）では、正社員以外の労働者の割合は37.8％となっている。
○　2009年春の高卒予定者の求人数は0.2％減（７月末時点）となったが、有効求人倍率は1.31倍と高水準にある。
○　最近の物価について、高くなっていると感じている人は95％に達し、税金や社会保険料がこの１年間で増えたと感じている人も70％にのぼる。（いずれも連合「2008生活アンケート<2008年６月>」の調査結果から）
３．長時間労働の実態
長時間労働の現状は改善されず、週の労働時間が60時間以上となる労働者の割合は増加傾向にある。2007年の就業構造基本統計調査によれば、正規従業員で週60時間以上働く人の割合は、男女あわせ15.6％となっている。この水準は５年前に比べ1.5ポイント上昇した。また、男性の場合、各年齢層とも長時間労働の傾向が強くなっているが、中でも20歳台後半から40歳台前半までの層は、週60時間以上働く人の割合が２割を超えており、仕事と生活の調和という観点からは厳しい現実がみてとれる。
また、統計には現れない不払い残業も後を絶たないが、残業代を支払わなかったため、2007年度に労働基準監督署に是正指導を受けた企業は、過去最多の1,728社（前年度比49社増）となり、是正額も最多の272億4,261万円（同45億円増）にのぼっている。長時間労働が原因の過労死、過労自殺による労災認定も過去最多になっており、ワーク・ライフ・バランスの実現から程遠い現実となっている。
４．企業収益の動向
企業収益も世界経済の減速、原材料価格や原油価格の高騰等を背景として、急激な収益悪化が生じている。９月中間決算によれば、多くの企業で減収減益の見通しを発表している。企業倒産件数も増加してきており、９月の倒産件数は前年同月比34％増の1,408件となった。製造業、卸売業、金融、保険業で今年最多を記録したほか、燃料高の影響が深刻な運輸業が前年同月比で倍増したほか、大型倒産が多発した不動産業も前年同月比３割増となった。地域経済もこれまで好調であった輸出型産業が集積している地域でさえ成長は鈍化しつつある。
企業業績はバラツキがあるものの、これまでの景気回復下で５～６年連続して好決算を続けてきた。財務省の法人企業統計によると、2007年度の全産業の経常利益は、５年続いた増益から1.6％の減益となったものの、製造業は６年連続で0.4％の増益となっている。このように企業は、足元の状況は激変しているが、景気回復下で蓄積してきた体力は十分にある。
５．国民不安を解消する景気対策の実施
政府は、1.8兆円の2008年度補正予算をとりまとめ第170臨時国会で可決・成立させた。さらに、２兆円の定額給付を盛り込んだ27兆円規模の生活対策が決定された。今回の対策では一時しのぎにすぎず、国民生活の安心と安定にはつながらない。今、求められていることは、一刻も早く実物経済を重視した景気回復で、内外需バランスの取れた成長を達成し、雇用の安定と所得の増加で国民生活の不安を解消することである。
６．内需拡大のための企業責任
企業は、これまでの好況下で得た収益を株主と内部留保へ配分してきた。こうして企業に集積した所得を、家計部門へ適切に配分していくことが不可欠である。労働者所得の増加による消費の拡大を通じて、内・外需バランスの取れた経済を構築することで、海外リスクへの対応力を強め、国民生活の安定を取り戻すことが必要である。
Ⅱ．2009春季生活闘争の推進
１．要求と取り組みの考え方について
(1) 取り組み全体の考え方について
①　春季生活闘争の取り組み姿勢と機能強化
ア）　マクロ経済を内需型経済へ転換するため、賃金をはじめとする労働諸条件の改善と、格差の是正、底上げに向けた春季生活闘争を強力に展開する。
イ）　大手組合の賃金引き上げ結果の波及力を強化し、中小労働者、未組織労働者の格差是正、底上げをはかる観点から、共闘連絡会議を立ち上げ「社会的所得分配メカニズム」の機能強化をはかる。
ウ）　金融・経済危機の影響が日本にも様々なかたちで出始めており、とくに弱い立場にある非正規労働者の雇用問題が顕在化しつつある。非正規労働者の雇用問題にも留意しつつ、すべての労働者の雇用と生活安定に向けて取り組みを推進する。
②　政策・制度の取り組みとの連携強化
景気下降局面における物価上昇のなかで、景気の回復と生活の安定をはかっていくため、2009春季生活闘争では、従来以上に政策・制度との連携を強めたものとする。
◆　金融機関の貸し渋り対策
◆　中低所得者層に対する所得税減税
◆　非正規労働者、中小・下請労働者に対する対応
(2) 2009春季生活闘争に臨む基本的な考え
①　配分の歪みから所得格差の拡大、二極化が進展し、内需の中心となる個人消費は低迷したままとなっている。物価が大幅に上昇する中で実質賃金の低下を放置しておけば、さらに個人消費は落ち込み、日本経済は益々悪くなることは必至である。外需が落ち込みを見せている今、内需の拡大を促し、実質生活を確保するためにも、物価上昇を踏まえた取り組みを強化していく。同時に、これ以上の景気の悪化を防ぎ、企業倒産と失業を増やさないためにも、2009春季生活闘争を、景気の回復と生活防衛のための取り組みと位置づけ、連合の総力をあげて闘争を推進する。
②　連合は、これまで取り組んできた格差社会からの脱却のための運動を継続・強化するとともに、分配の歪みの是正に向け社会的な分配のあり方に労働組合として積極的に関与していく。
③　とくに、非正規労働者や中小企業労働者の格差是正を伴う賃金の引き上げが不可欠であり、すべての労働者の処遇改善に向けて取り組みを強化していく。
そのためにも、法定最低賃金につながる企業内最低賃金協定の締結拡大と水準の引き上げに向けた取り組みを強化する。
④　賃金改善（賃金引き上げ）について企業に求めていく一方で、政府に対しても財政金融政策や税制度の見直し、雇用のセーフティネットの整備など、生活に直結し雇用を守る政策面の取り組みを従来以上に強めていく。
(3)　すべての組合が取り組むべき課題(ミニマム運動課題)

①　賃金カーブ維持分を確保したうえで、消費者物価上昇に見合うベアに取り組む。
②　パート労働者なども含めた全従業員を対象に、賃金をはじめとする待遇改善に取り組む。
③　賃金の底上げをはかるため企業内最賃協定の締結と、その水準を引き上げる。
④　長すぎる労働時間を是正するため総実労働時間の短縮をはかる。
⑤　時間外・休日労働の割増率の引き上げに取り組む。
２．具体的な労働条件の要求と取り組み
(1)　賃金改定の要求と取り組み
①　賃金改善（賃金引き上げ）の考え方
ア）　賃金カーブ維持分を確保したうえで、物価上昇（2008年度の見通し）に見合うベアによって、勤労者の実質生活を維持・確保することを基本とし、マクロ経済の回復と内需拡大につながる労働側への成果配分の実現をめざす。
イ）　中小・下請労働者の格差是正、非正規労働者の処遇改善や正社員化に向けて産別の指導のもと取り組みを展開する。
②　賃金水準重視の取り組み
ア）　賃金水準の社会化の実現という賃金闘争の本来の考え方に立ち戻り、賃金水準（絶対額）を重視していく。
イ）　また、労働組合の要求内容や妥結内容が組合員に見えやすくすると同時に、産別間の相互理解を進めるうえからも、賃金水準重視を踏まえた賃金改善の概念について整理していく。
ウ）　生活の基礎である月例賃金を最優先した闘争を推進し、年間収入の維持・向上に努めるものとする。
③　連合「賃金指標」の策定
ア）　連合は、産業・企業の賃金の水準、実態について相互比較ができる「賃金指標（高卒35歳標準労働者）」をベンチマークとして作る。これに基づき、産業・企業と比較した賃金の位置づけを明確化し、産業間格差の是正や中小組合の体系整備・格差是正等の取り組みを推進していく。
イ）　連合「賃金指標」にもとづき、各産別・単位組合はより「賃金の絶対水準を重視していく」取り組みをすすめる。
ウ）　地方ブロック別にも「賃金指標」を提示し、地域ミニマム運動との連携をはかりながら、地域における水準の比較と引き上げに向けた運動を推進する。
④　18歳高卒初任給の参考目標値 … 164,000円
産別方針を踏まえ、初任給の決定に対して積極的に関与していく。
⑤　賃金改善（賃金引き上げ）の情報開示について
社会的メカニズム機能をより発揮するため、各産別は賃上げ額とその賃金水準の明示・開示に責任を持つ。
(2) 中小・地場組合の賃金改善
①　賃金水準改善のための水準値
賃金水準の回復と底上げには、上げ幅だけではなく高さで測る実態賃金の水準を引き上げることが重要である。組合員の賃金水準の低下を防ぎ改善をめざす取り組みとして、到達すべき（しているべき）水準値を参考指標とし設定する。加えて、地域におけるミニマム水準（地域ミニマム賃金）は、地方連合会が設定する。
ア）　到達すべき水準値（参考）
25歳 185,000円
30歳 210,000円
35歳 240,000円
40歳 265,000円
イ）　産別や地方連合会方針、地域の賃金水準などを踏まえ、各単組における賃金分析結果に生活維持分（物価上昇分）を加え、それぞれが、あるべき単組の賃金水準の目標を設定する。
②　賃金引上げ要求目安
賃金カーブ維持分に加え、物価上昇をベースアップに含めた生活維持分の確保に重点を置いた要求目安とする。また、三段積み上げ方式とし、賃金改善分を二段目および三段目とする。
ア）　賃金カーブの算定が可能な組合
１段目 … 賃金カーブ維持分 ─ 単組賃金分析結果より算出
２段目 … ベースアップ分 ── 物価上昇見合い分
３段目 … 格差是正分 ──── 経済成長分や産別・地方連合会等の方針
を踏まえ、単組の事情により設定する。
イ）　賃金カーブの算定が困難な組合
9,000円以上とする。
なお、賃金カーブ維持分4,500円を含む。
(3)　パート労働者等の待遇改善
2009パート共闘会議は、概ね低所得者が多いパートタイム労働者の生活防衛と雇用確保を、連合2009春季生活闘争における大きな柱として位置づけ、時間給の

(5,000円)

(6,000円)

(5,000円)

１年１歳間差
引き上げなど処遇改善に全力で取り組むこととする。
①　時間給の引き上げへの取り組み
連合が掲げる「誰もが時給1000円」や、全国的な地域最賃の引き上げ、物価上昇、成果配分、正社員との格差是正等を勘案し、次のア）からウ）のいずれかに取り組む。
ア）絶対額1,000円程度
イ）但し、単組が取り組む地域毎の水準については、構成組織は現状を踏まえ中期的に「連合リビングウェイジ都道府県別の水準」を上回るよう指導する。
ウ）引き上げ額 … 30円程度（引き上げ額は定昇込みの金額とする。）
②　組織拡大にむけた取り組み
産別と単組がこれまで以上に連携し、単組の実態把握および、それに基づく取り組み方針・ステップを明確にし、着実な取り組みによって組織拡大をめざす。
③　均等・均衡待遇実現への取り組み
ア）労働条件や人事諸制度の均等・均衡待遇の実現にむけた取り組みは、パートタイム労働者の組織化と労働条件の均等・均衡待遇に向けた「中期的取り組み指針」（ガイドライン 2008年8月）を活用し、構成組織・単組の実情に応じて要求・要請項目を設定し推進する。また、パートタイム労働法などパートタイム労働者に関する法律が遵守されているか、点検活動もあわせて実施する。
イ）ガイドラインの中で重点項目を設定し、参加構成組織が連携して取り組みをすすめ最大限の成果をめざす。
○　昇給ルールの明確化
○　一時金の支給 … 労使や組織内において、企業業績は全ての従業員の貢献によるという確認
○　正社員への転換ルールの明確化 … 08年闘争からの継続
○　通勤費・駐車料金 … 08年闘争からの継続に自動車通勤用に駐車料金を加味する
○　慶弔休暇 … 08年闘争からの継続
(4) 非正規労働者の処遇改善のための社会的キャンペーンの実施
３．最低賃金の取り組み
(1)　企業内最低賃金の協定化と水準の引き上げ
①　全従業員対象の企業内最低賃金協定の締結を連合リビングウェイジの水準（別紙参照）を目標に行う。
②　法定特定最低賃金（産別最賃）の引き上げに結びつく企業内最低賃金協定を締結する。その水準は、連合リビングウェイジの水準を上回るものとし、その産業にふさわしい水準とする。また、特定最低賃金の未決定地域への拡大と、新設に向け取り組みを強化する。
(2) 法定最低賃金の大幅引き上げ
法定最低賃金は、最低限の生活が可能な最低賃金水準の実現に全力をあげる。
具体的には、「最低賃金制度に関する中期取り組み方針」を踏まえ、最低賃金小委員会、全国最低賃金担当者会議で検討する。
４．ワーク・ライフ・バランスの実現、労働時間短縮の取り組み
(1) ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた労働時間の短縮
ワーク・ライフ・バランスを実現するため、長時間労働を是正していく。このため、休日増をはじめとする所定労働時間の短縮、時間外労働時間の削減、年次有給休暇の取得促進、労働時間管理の徹底など、産業の実態に合わせて取り組み、連合「中期時短方針」の目標の達成をはかるよう努める。
同時に、「働き方改革宣言」（2007年９月）を発信し職場の意識改革を積極的に進める。
(2) 中期時短方針「最低到達目標」の達成に向けた取り組み
2009年度までに中期時短方針の最低到達目標の達成に向け、今次春季生活闘争では、次の取り組みを強化する。
①　年間所定労働時間2000時間を上回る組合は、2000時間以下とする。

②　年次有給休暇の初年度付与日数を15日以上とし、有給休暇の取得日数の低い組合員の取得促進をはかる。
③　時間外労働等の割増率が法定割増率と同水準にとどまっている組合は、上積みをはかる。
(3) 割増共闘の展開
割増率は、連合「中期時短方針」の目標（時間外50％、休日100％）の達成に向け、今次春季生活闘争においても共闘を立ち上げ運動を推進する。
５．格差是正、底上げの進め方
(1)　適正取引の確立と公契約運動による公正労働基準の確保
中小労働者の処遇改善、格差是正のためには、中小企業の収益改善が必要である。このため、「中小企業の公正取引の確立に向けた連合の取り組み」方針にもとづき、産別は、産業労使会議など様々な場を活用し、労使間の共通認識を深めるとともに、下請代金法等の関係法規の遵守と適正な取引関係の確立について徹底するための取り組みを行う。また、企業のＣＳＲの確立の観点から労働組合としてチェックを行う。
また、公契約のもとで働く労働者の公正労働基準を確保するため、「公契約に関する連合見解と当面の取り組み」方針にもとづき、公契約基本法の制定をはじめ条例化など、関係産別、地方連合会と連携して取り組みを強化する。
(2)　全従業員対象に処遇改善の取り組み
パート労働者等をはじめとする非正規労働者の処遇改善を進めるとともに、正社員転換制度の導入等を積極的に推進する。同時に、パート労働者の均等・均衡待遇の確保に向け「改正パートタイム労働法を職場にいかす取り組み指針」（2008年３月中執決定）にもとづき取り組みを進める。
(3)　地域における格差是正の取り組み
地方ブロックに示す連合「賃金指標」と、地域ミニマム運動の集約結果（賃金水準）をもとに設定された「ミニマム水準」にもとづき格差是正、底上げのための運動を展開する。
(4)　男女間の賃金格差の是正
各単組の男女別賃金分布の実態把握と改善に向けた取り組み
①　賃金データに基づいて男女別の賃金分布を把握し、問題点を点検、改善へ向けた取り組みを進める。
②　賃金実態の把握が困難な場合には、賃金制度や人事評価制度の運用実態を把握する。また、男女間の偏りがある場合は、その偏りの要因を分析し問題点を明らかし、賃金制度・人事評価制度の公正・透明な運用を求める交渉に取り組む。
③　生活関連手当の支給における「世帯主」要件の廃止に取り組む。
④　男女間で業務の配分や仕事の与え方に偏りはないかを点検する。
６．ワークルールの取り組み
連合、産別、地方連合会が連携してワークルールの確立に取り組む。また、法令を守り、公正な働き方を実現する取り組みをすすめる。
(1)　労働関係法令の遵守の徹底
正規労働者はもとより、パート・有期契約・派遣・請負労働者等について、パート労働法、労働者派遣法（偽装請負の点検、雇用・労働条件の確保等）、｢有期労働契約の締結、更新及び雇止めに関する基準｣をはじめとする労働関係法令の遵守を徹底する。
(2)　快適な職場づくり
労働災害のリスクを低減し、快適な職場づくりを推進するとともに、長時間・過重労働対策、パワーハラスメント対策なども含め安全配慮義務の履行に向けた取り組みを進める。
(3)　労働時間管理の徹底
出退勤時間管理の徹底等によって正確な労働時間を把握し、36協定を時間外労働の限度基準（1998年・労働省告示154号）に適合させる。同時に、その協定内容をチェックする。また、不払い残業の撲滅と、長時間にわたる時間外・休日労働を行った労働者に対する医師による面接指導の実施など、労働時間管理の徹底をはかる。
(4)　管理監督者の取り扱いの適正化
労基法第41条の「管理監督者」の範囲を不適切に拡大し割増賃金の対象から除外しないよう、その取り扱いが法の趣旨に照らして適正か否か点検し、その範囲の適正化に取り組む。
(5)　65歳までの雇用確保
希望者全員が65歳までの雇用を確保するための取り組みを強化するとともに、賃金、労働時間、健康管理、作業環境の改善等、労働環境の整備について労使協議を積極的に行う。
(6)　改正均等法の定着と両立支援の促進
①　改正均等法の定着・点検に取り組む。特に、女性労働者からの相談事例が多い次の２点の取り組みを強化する。
ア）改正均等法において禁止となった妊娠・出産を理由とする不利益取扱いについての点検を行い、協定の見直しを含め、解消にむけて取り組む。
イ）セクシュアル・ハラスメント防止措置の実効性を高めるため、方針や対策の実効性を点検し、必要な場合は見直しに取り組む。
②　両立支援に向けた労使協議の推進に取り組む
ア）「育児休業後の働き方を見通すことができるような雇用環境整備」に向け、短時間勤務制度の充実や所定外労働の免除制度の導入に取り組む。
イ）｢父親も子育てに係わることができる働き方の実現｣に向け、労使協定で育児休業の対象外にできる労働者から、「配偶者が子を養育できる状態である労働者」の削除に取り組む。
(7)　裁判員休暇（有給）制度に関する労働協約の締結
労働時間中に、裁判員候補者として地方裁判所の呼び出しを受けた場合、および裁判員として地方裁判所に出席する場合は、全従業員を対象に有給扱い（特別休暇）とする労働協約の締結を進める。
７．通年取り組みの強化
(1)　職場点検活動
労働時間管理、男女平等、安全衛生、非正規労働者のワークルールなど、それぞれの組織実態にあった職場点検活動を進める。中小の職場を中心に、１月～２月を職場点検活動月間と位置づけて運動を進める。
(2)　労働相談の実施
労働相談は通年的に行うこととするが、今次闘争では２月を集中月間として取り組む。
(3)　不払い残業撲滅の取り組み
労働時間に関する正確な把握方法などについて協定化するとともに、労働時間管理の徹底と不払い残業撲滅に向けた運動についても、通年闘争としても取り組む。
(4)　中期時短方針にもとづく取り組み
ワーク・ライフ・バランスの実現と組合員がゆとり・豊かさを実感できる働き方をめざし、中期時短方針にもとづく労働時間短縮の取り組みを進める。
Ⅲ．政策制度の要求と実現に向けた取り組み
世界的な金融危機による実体経済への深刻な影響を防止すべく金融対策、景気対策、格差是正、地域の雇用創出・安定化等に向け、政府予算案の重点配分を求めるとともに、以下の政策・制度課題の実現をはかる。
１．景気・消費回復、生活防衛のための総合経済対策の効果的な実施
(1)　税制改革（所得再分配機能の強化、所得税減税等）

(2)　地域・中小企業活性化対策（貸し渋り・貸し剥がし対策の強化、地域力再生機構法案、信用保証制度の抜本的拡充と適正な制度運営等）

(3)　物価対策（揮発油税等の暫定税率の凍結・廃止等）

(4)　公正な企業間取引の実現（独占禁止法改正等）
２．雇用・労働分野におけるセーフティネットの整備
(1)　「日雇い派遣」の禁止など労働者保護の視点での派遣法改正

(2)　時間外労働の割増率の引き上げ（労働基準法改正）

(3)　障がい者の適切な処遇改善等に向けた障害者雇用促進法改正

(4)　非正規労働者の雇用確保・安定化の推進（雇用保険法改正等）

３．ワーク・ライフ・バランスの推進
(1)　「両立支援法」の実現をめざした育児・介護休業法の改正
４．信頼と安心の社会保障制度の構築
(1)　社会保障制度の機能強化（社会保険の適用拡大、就労支援給付制度の創設）

(2)　年金・医療制度改革、介護報酬の引き上げ
５．公務員制度・公務労使関係の抜本改革と労働基本権の確立
Ⅳ．闘いの進め方
連合は、春季生活闘争における相場波及効果を高めていくため、産別からの報告をもとに、賃金カーブ維持分、回答、個別賃金水準などの情報開示を積極的に行い、中小や未組織労働者の賃金改善、処遇改善につながるよう運動を展開してきた。こうした運動をさらに前進させ、社会的に賃金水準の形成をはかっていくため、闘争体制を再構築し、春季生活闘争を展開していく。
１．闘争体制について
(1)　共闘連絡会議（仮称）の設置、有志共闘の強化
2009闘争から共通項が多くまとまることのできるいくつかの産別の集まりによる共闘連絡会議を設置する。共闘連絡会議は将来的には共闘として、その中で産別間の合意形成を図ることにより、共闘の軸と基準を見出していくことを目標とする。一方、その目標の達成に向け、有志共闘の取り組みを強化する。
(2)　ヤマ場の集中化に向けた取り組みの強化
①　ヤマ場の集中化に向け、共闘連絡会議として取り組みを検討する。
②　共闘連絡会議の構成する産別は、回答引き出し時期ごとに中核組合（仮称）を規模別に設定する。そして、情報の開示を積極的に行い、より波及力を高めていく。
２．闘争機関の設置
(1)　戦術委員会の設置
三役会構成メンバーによる戦術委員会を設置する
(2)　中央闘争委員会の設置
中央執行委員会構成メンバーによる中央闘争委員会を設置する。
(3)　拡大戦術委員会の設置と共闘連絡会議との連携
戦術委員会構成メンバーに各共闘連絡会議および各共闘（中小・パート、割増）の代表の参加により拡大戦術委員会を設置し、その機能を強化する。拡大戦術委員会は、情報把握・交換を行うとともに戦術決定を行うものとし、その開催のあり方については、戦術決定等その目的に照らし検討する。
(4)　中小共闘センターの設置
中小労組を組織する産別を中心に中小共闘センターを、中小共闘との連携のもとに設置し、中小労組の情報交換や闘争支援を行う。また、地方連合会で設置する中小共闘センターとともに、地域共闘を指導・支援する。
３．闘争日程
(1)　要求書の提出
原則２月末までに提出する。
(2)　集中回答日の設定
春季生活闘争全体を牽引していく観点から、集中回答日については拡大戦術委員会において調整し、中央闘争委員会で決定する。
(3) 中小共闘、パート共闘、割増共闘
闘争の集中化による相乗効果を発揮するため、ヤマ場への対応などについて、それぞれの共闘会議の中で検討し、中央闘争委員会確認事項（当面の方針）の中で明示する。
４．相場波及、情報公開体制の強化等
(1)　集計と公表の工夫で相場波及効果を高める取り組みの推進
(2)　マスコミ対応の強化

(3)　日本経団連をはじめとする経営者団体との協議の促進と連合の主張の展開

(4)　労働基本権にこだわる交渉を展開する。
以 上
＜日 程＞
10月30日 中央討論集会（基本構想にもとづき討議）
11月10日 労働条件担当者会議
11月14日 労働条件委員会
11月７日 パート共闘会議
11月17日 パート共闘会議
11月18日 三役会
11月20日 中央執行委員会（春季生活闘争闘争方針案）
12月２日 中央委員会（春季生活闘争闘争方針 決定）
＜参 考＞2008年度消費者物価の見通しについて
○　日銀は「経済・物価情勢の展望（11月４日）」において、「消費者物価指数（除く生鮮食品）の前年比は、エネルギーや食料品価格の落ち着きを反映して、年度平均でみると、2008 年度は１％台半ば」としている。また、同時に公表された日銀政策委員の2008年度の消費者物価の大勢見通しは、1.5％～1.6％（中央値1.6％）となっている。
○　経済企画協会による「ＥＳＰフォーキャスト調査（11月11日公表、回答期間は10月27日～11月4日）」によれば、2008年度消費者物価（生鮮食品を除く総合）の見通しの平均（35人・機関）は1.62％、2.0％～1.3％（中央値は1.65％）の幅となっている。
＜資料３＞　

連合北海道2009春季生活闘争　闘争方針（案）

連合はこれまで、格差社会からの脱却を運動の重点に置き、賃金の底上げと格差是正に結びつく賃金改善、非正規労働者の処遇改善や正社員化、ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた労働時間の短縮、割増率の引き上げ等に取り組み、労働分配率の反転をめざし総力をあげて闘争を推進してきた。こうした中で起きた今回の米国発の金融・経済危機は、急激な円高や株の乱高下を招き、春季生活闘争をめぐる環境は日増しに厳しさを増している。しかし、労働者生活は輸入インフレによる物価上昇によって実質賃金が減少しており、実質生活の維持が困難となっている。物価上昇分を労働者に負担させる現在の状況は、消費が低迷する日本の経済体質をさらに歪めることになる。

今、労働組合に求められることは、物価上昇に見合った賃金引き上げを行い、自律的な経済発展へ転換を図っていくことであり、そのことが最大の景気対策となる。こうした取り組みによって、持続的成長を確保するとともに、安心できる社会保障制度の確立等によって国民の不安を解消していくべきである。

一方、今回の危機は、市場原理主義の限界を示すものであり、今こそパラダイムシフトが必要である。場当たり的な経済対策では、この危機を乗り越えることはできない。連合は、10月23日の中央執行委員会で確認した「歴史の転換点にあたって～希望の国日本へ舵を切れ～」にもとづき、効率と競争最優先の価値観から公正と連帯を重んじる社会の実現をめざし、政策の転換を求めていく。

　北海道の闘いの重点として、格差是正、特に低賃金構造の是正のため、最低賃金の大幅引き上げを求める運動を重点的に取り組む。また、道内における地域間格差（札幌圏と札幌圏以外）の解消を求めて、医療過疎など地域崩壊を加速する政府と道の無策に立ち向かい、全体的な分配の改善によって地域の活性化につながる闘いとする。そのためにも、産別・地協地区が社会問題化している非正規労働者の課題解決、地場の賃上げに積極的に取り組むこととする。

Ⅰ．生活・雇用の実態と取り巻く情勢

１．日本経済の動向

　サブプライムローン問題に端を発した米国の金融危機は世界に波及し、株や証券価格を暴落させ、金融市場の信用収縮を引き起こした。こうした金融パニックは、実体経済にも影響を与えており、世界からの資金投下によって急速に発展を続けてきたBRICsを含め、世界経済全体が大きく落ち込むことが危惧されている。

　日本は、米国の金融危機の影響が限定的といわれていたものの、世界経済の減速等により外需は減少、内需も原材料価格の高止まりや、家計の改善の遅れから低迷し続けており、雇用情勢も厳しさを増しつつある。内需の中心である消費が長期的に低迷している中で、これまで成長を牽引してきた輸出と民間設備投資もマイナスに転じるなど、主な需要項目は総崩れとなっている。今後の先行きについても、世界的な景気後退から、日本においても実体経済への影響が出始めており、更なる深刻化が懸念される。

　このため、政府は追加景気対策を決定したが、当面、金融市場の正常化に向けた対策を早急に講じるとともに、実体経済の力強い回復に向けた対策が必要である。とくに、疲弊している地域経済対策や中小企業の貸し渋り・貸しはがし対策などが不可欠である。

２．労働者の生活実態

　賃金（国税庁：民間給与の実態）は、1997年度から10年間のうち９年間で減少しており、その結果、2007年度の水準は1997年度より6.4％も低下している。また、労働分配率も６年連続で低下しており【資料１参照】、第一次石油危機（1973年～74年）以降、最も低い水準にまで落ち込んでいる。これに加えて、消費者物価（前年同月比・総合）は、原油価格をはじめとする輸入物価の高騰から、2008年２月に１％を超え９月は８月と同じ2.1％の上昇となった。2008年度の消費者物価の見通しについては、激変する経済環境の中で不透明な状況となっているものの、原油や資源価格などが下落傾向にあることから、１％台半ばと想定される。

　また、失業率は、2007年７月には3.6％まで改善されたが、その後の景気後退とともに４％を超える状況となり、有効求人倍率も0.84倍（９月）にまで低下した。このような中で、景気後退を理由とした雇用調整の動きも出てきており、雇用情勢は今後、予断を許さない状況となっている。

　連合生活アンケート（2008年６月）によれば、生活への満足度は、前回調査（2006年）に比べ大幅に下落し、生活の厳しさの一端を表している。満足は、56.5％から45.2％へ下がり、逆に不満は42.0％から53.6％へ大幅に上昇した。

○　９月の消費者物価を項目区分でみた基礎的支出（生活必需品）は3.4％上昇し、購入頻度区分の年９回以上購入する品目は5.0％上昇した。

○　年収200万円以下（国税庁：民間給与の実態）の低所得者層は1,032万人（2007年）で５年前に比べ21％増加した。このうち女性が74％と、４分の３を占めている。年収1,000万円超の層（同調査）も５年前に比べ７％増加。

○　非正規就業者の割合は35.5％（総務省：2007年就業構造基本調査）に達している。また、厚生労働省の就業形態の多様化に関する総合実態調査（2007年）では、正社員以外の労働者の割合は37.8％となっている。

○　2009年春の高卒予定者の求人数は0.2％減（７月末時点）となったが、有効求人倍率は1.31倍と高水準にある。

○　最近の物価について、高くなっていると感じている人は95％に達し、税金や社会保険料がこの１年間で増えたと感じている人も70％にのぼる。（いずれも連合「2008生活アンケート<2008年６月>」の調査結果から）

３．長時間労働の実態

　長時間労働の現状は改善されず、週の労働時間が60時間以上となる労働者の割合は増加傾向にある。2007年の就業構造基本統計調査によれば、正規従業員で週60時間以上働く人の割合は、男女あわせ15.6％となっている。この水準は５年前に比べ1.5ポイント上昇した。また、男性の場合、各年齢層とも長時間労働の傾向が強くなっているが、中でも20歳台後半から40歳台前半までの層は、週60時間以上働く人の割合が２割を超えており、仕事と生活の調和という観点からは厳しい現実がみてとれる。

　また、統計には現れない不払い残業も後を絶たないが、残業代を支払わなかったため、2007年度に労働基準監督署に是正指導を受けた企業は、過去最多の1,728社（前年度比49社増）となり、是正額も最多の272億4,261万円（同45億円増）にのぼっている。長時間労働が原因の過労死、過労自殺による労災認定も過去最多になっており、ワーク・ライフ・バランスの実現から程遠い現実となっている。

４．企業収益の動向

　企業収益も世界経済の減速、原材料価格や原油価格の高騰等を背景として、急激な収益悪化が生じている。９月中間決算によれば、多くの企業で減収減益の見通しを発表している。企業倒産件数も増加してきており、９月の倒産件数は前年同月比34％増の1,408件となった。製造業、卸売業、金融、保険業で今年最多を記録したほか、燃料高の影響が深刻な運輸業が前年同月比で倍増したほか、大型倒産が多発した不動産業も前年同月比３割増となった。地域経済もこれまで好調であった輸出型産業が集積している地域でさえ成長は鈍化しつつある。

　企業業績はバラツキがあるものの、これまでの景気回復下で５～６年連続して好決算を続けてきた。財務省の法人企業統計によると、2007年度の全産業の経常利益は、５年続いた増益から1.6％の減益となったものの、製造業は６年連続で0.4％の増益となっている。このように企業は、足元の状況は激変しているが、景気回復下で蓄積してきた体力は十分にある。

５．国民不安を解消する景気対策の実施

　政府は、1.8兆円の2008年度補正予算をとりまとめ第170臨時国会で可決・成立させた。さらに、２兆円の定額給付を盛り込んだ27兆円規模の生活対策が決定された。今回の対策では一時しのぎにすぎず、国民生活の安心と安定にはつながらない。今、求められていることは、一刻も早く実体経済を重視した景気回復で、内外需バランスの取れた成長を達成し、雇用の安定と所得の増加で国民生活の不安を解消することである。

６．内需拡大のための企業責任

　企業は、これまでの好況下で得た収益を株主と内部留保へ配分してきた。こうして企業に集積した所得を、家計部門へ適切に配分していくことが不可欠である。労働者所得の増加による消費の拡大を通じて、内・外需バランスの取れた経済を構築することで、海外リスクへの対応力を強め、国民生活の安定を取り戻すことが必要である。

７．北海道の経済状況　

　北海道の消費者物価は、2005年を基準にすると2008年７月～９月では3.2％上昇している。全国的には、２％前後なのに対して大きい上昇率となっている。

　一方で一人あたりの道民月間給与は、2002年と2006年との比較でも14,332円（年間約17万円）減少しており（北海道「毎月勤労統計調査地方調査」）、道内の消費拡大のためにも賃金の絶対的な底上げを実現しなければならない。

８．北海道の雇用情勢　

　道内の雇用情勢は、10月の有効求人倍率（常用）が0.45と前年同月を0.10ポイント下回り低水準が続いている。また、７－９月の完全失業率4.9％は、前年同期に対し－0.2となっている。全国が４％前後となっているのに比べ、依然、厳しい雇用環境にあることはかわりない。

　Ｈ19年就業構造基本調査結果によると、道内の非正規労働者の数は38.2％となり、H14年の調査と比べると５年間で2.9％増えている。数でいうと、雇用者204万人に対しパートは約80万人。その他非正規労働者としては、季節労働者・派遣労働者など、少なく見積もって、道内では90万人を超えると想定される。

　非正規労働者の大きな問題は、賃金が低く、社会保険の枠外におかれていることによって憲法25条の生存権すら脅かされていることにある。しかし、今の社会保障制度はその事態に対応できるものとはなっていない。また、季節労働者の冬期をサポートする制度が縮小されたばかりではなく、通年雇用化の職場が確保されないなど、今後非正規労働者の問題はさらに拡大することが懸念される。

Ⅱ．2009春季生活闘争の推進

１．要求と取り組みの考え方について

(1) 取り組み全体の考え方について

①　春季生活闘争の取り組み姿勢と機能強化

ア）マクロ経済を内需型経済へ転換するため、賃金をはじめとする労働諸条件の改善と、格差の是正、底上げに向けた春季生活闘争を強力に展開する。

イ）大手組合の賃金引き上げ結果の波及力を強化し、中小労働者、未組織労働者の格差是正、底上げをはかる観点から、共闘連絡会議を立ち上げ「社会的所得分配メカニズム」の機能強化をはかる。

ウ）金融・経済危機の影響が日本にも様々なかたちで出始めており、とくに弱い立場にある非正規労働者の雇用問題が顕在化しつつある。非正規労働者の雇用問題にも留意しつつ、すべての労働者の雇用と生活安定に向けて取り組みを推進する。

②　政策・制度の取り組みとの連携強化

　景気下降局面における物価上昇のなかで、景気の回復と生活の安定をはかっていくため、2009春季生活闘争では、従来以上に政策・制度との連携を強めたものとする。

◆金融機関の貸し渋り対策

◆中低所得者層に対する所得税減税

◆非正規労働者、中小・下請労働者に対する対応

(2) 2009春季生活闘争に臨む基本的な考え

①　配分の歪みから所得格差の拡大、二極化が進展し、内需の中心となる個人消費は低迷したままとなっている。物価が大幅に上昇する中で実質賃金の低下を放置しておけば、さらに個人消費は落ち込み、日本経済は益々悪くなることは必至である。外需が落ち込みを見せている今、内需の拡大を促し、実質生活を確保するためにも、物価上昇を踏まえた取り組みを強化していく。

　同時に、これ以上の景気の悪化を防ぎ、企業倒産と失業を増やさないためにも、2009春季生活闘争を、景気の回復と生活防衛のための取り組みと位置づけ、連合の総力をあげて闘争を推進する。

②　これまで取り組んできた格差社会からの脱却のための運動を継続・強化するとともに、分配の歪みの是正に向け社会的な分配のあり方に労働組合として積極的に関与していく。

③　とくに、非正規労働者や中小企業労働者の格差是正を伴う賃金の引き上げが不可欠であり、すべての労働者の処遇改善に向けて取り組みを強化していく。そのためにも、法定最低賃金につながる企業内最低賃金協定の締結拡大と水準の引き上げに向けた取り組みを強化する。

④　賃金改善（賃金引き上げ）について企業に求めていく一方で、政府に対しても財政金融政策や税制度の見直し、雇用のセーフティネットの整備など、生活に直結し雇用を守る政策面の取り組みを従来以上に強めていく。

⑤　地域間や企業規模による労働条件の格差是正に取り組む。

(3) すべての組合が取り組むべき課題(ミニマム運動課題)

①　賃金カーブ維持分を確保したうえで、消費者物価上昇に見合うベアに取り組む。

②　パート労働者なども含めた全従業員を対象に、賃金をはじめとする待遇改善に取り組む。

③　賃金の底上げをはかるため企業内最賃協定の締結と、その水準を引き上げる。

④　長すぎる労働時間を是正するため総実労働時間の短縮をはかる。

⑤　時間外・休日労働の割増率の引き上げに取り組む。

⑥　地場単組の取り組みを前倒しして、時期を中央に準ずる取り組みとする。

⑦　メンタルヘルス問題の根絶をめざして、労働安全衛生体制の見直しを行う。

２．具体的な労働条件の要求と取り組み

(1) 賃金改定の要求と取り組み

　３年連続で勝ち取った「賃金の実質的改善」を踏襲し、道内経済の回復に寄与する賃金ベースの引き上げを目指した闘いとする。

　具体的な改善の目標等については、「当面の方針１」で提起する。

①　賃金改善（賃金引き上げ）の考え方

ア）賃金カーブ維持分を確保したうえで、道内物価上昇（2008年度の見通し）に見合うベアによって、勤労者の実質生活を維持・確保することを基本とし、マクロ経済の回復と内需拡大につながる労働側への成果配分の実現をめざす。

イ）中小・下請労働者の格差是正、非正規労働者の処遇改善や正社員化に向けて産別の指導のもと取り組みを展開する。

②　賃金水準重視の取り組み

ア）賃金水準の社会化の実現という賃金闘争の本来の考え方に立ち戻り、賃金水準（絶対額）を重視していく。

イ）また、労働組合の要求内容や妥結内容が組合員に見えやすくすると同時に、産別間の相互理解を進めるうえからも、賃金水準重視を踏まえた賃金改善の概念について整理していく。

ウ）生活の基礎である月例賃金を最優先した闘争を推進し、年間収入の維持・向上に努めるものとする。

③　産業間格差の是正や中小組合の体系整備・格差是正等の取り組み　

　連合作成の「賃金指標」にもとづき、各産別・単位組合はより「賃金の絶対水準を重視していく」取り組みをすすめ、地域ミニマム運動との連携をはかりながら、地域における水準の比較と引き上げに向けた運動を推進する。

④　18歳高卒初任給の参考目標値 … 164,000円

　産別方針を踏まえ、初任給の決定に対して積極的に関与していく。

⑤　賃金改善（賃金引き上げ）の情報開示について

　社会的メカニズム機能をより発揮するため、各産別は賃上げ額とその賃金水準の明示・開示に責任を持つ。

(2) 中小・地場組合の賃金改善

①　賃金水準改善のための水準値

　賃金水準の回復と底上げには、上げ幅だけではなく高さで測る実態賃金の水準を引き上げることが重要である。組合員の賃金水準の低下を防ぎ改善をめざす取り組みとして、到達すべき（しているべき）水準値を参考指標とし設定する。

ア）到達すべき水準値（参考）

25歳　185,000円　　　　

30歳　210,000円　　　　

35歳　240,000円　　　　

40歳　265,000円　　　　

イ）産別や連合北海道方針、地域の賃金水準などを踏まえ、各単組における賃金分析結果に生活維持分（物価上昇分）を加え、それぞれが、あるべき単組の賃金水準の目標を設定する。

②　賃金引上げ要求目安

　賃金カーブ維持分に加え、道内物価上昇（2008年度の見通し）に見合うベースアップに含めた生活維持分の確保に重点を置いた要求目安とする。

　また、三段積み上げ方式とし、賃金改善分を二段目および三段目とする。

ア）賃金カーブの算定が可能な組合

１段目 … 賃金カーブ維持分 ─ 単組賃金分析結果より算出

２段目 … ベースアップ分 ── 物価上昇見合い分

３段目 … 格差是正分 ──── 経済成長分や産別・連合北海道方針を踏まえ、単組の事情により設定する。

イ）賃金カーブの算定が困難な組合

　9,000円以上とする。なお、賃金カーブ維持分4,500円を含む。

(3) パート労働者等の待遇改善

　概ね低所得者が多いパートタイム労働者の生活防衛と雇用確保を、連合2009春季生活闘争における大きな柱として位置づけ、時間給の引き上げなど処遇改善に全力で取り組むこととする。

①　時間給の引き上げへの取り組み

　連合が掲げる「誰もが時給1000円」や、地域最賃の引き上げ、物価上昇、成果配分、正社員との格差是正等を勘案し、次のア）からウ）のいずれかに取り組む。

ア）絶対額1,000円程度

イ）但し、単組が取り組む地域毎の水準については、構成組織は現状を踏まえ中期的に「連合リビングウェイジ都道府県別の水準」を上回るよう指導する。

ウ）引き上げ額 … 30円程度（引き上げ額は定昇込みの金額とする。）

②　組織拡大にむけた取り組み

　産別と単組がこれまで以上に連携し、単組の実態把握および、それに基づく取り組み方針・ステップを明確にし、着実な取り組みによって組織拡大をめざす。

③　均等・均衡待遇実現への取り組み

ア）労働条件や人事諸制度の均等・均衡待遇の実現にむけた取り組みは、パートタイム労働者の組織化と労働条件の均等・均衡待遇に向けた「中期的取り組み指針」（ガイドライン　2008年８月）を活用し、構成組織・単組の実情に応じて要求・要請項目を設定し推進する。また、パートタイム労働法などパートタイム労働者に関する法律が遵守されているか、点検活動もあわせて実施する。

イ）ガイドラインの中で重点項目を設定し、参加構成組織が連携して取り組みをすすめ最大限の成果をめざす。

○　昇給ルールの明確化

○　一時金の支給 … 労使や組織内において、企業業績は全ての従業員の貢献によるという確認

○　正社員への転換ルールの明確化 … 08年闘争からの継続

○　通勤費・駐車料金 … 08年闘争からの継続に自動車通勤用に駐車料金を加味する

○　慶弔休暇 … 08年闘争からの継続

(4) 非正規労働者の処遇改善のための社会的キャンペーンの実施  

　　なんでも相談ダイヤルの実施、派遣法学習会などの開催

３．最低賃金の取り組み

(1) 企業内最低賃金の協定化と水準の引き上げ

①　全従業員対象の企業内最低賃金協定の締結を連合リビングウェイジの水準（別紙参照）を目標に行う。

②　法定特定最低賃金（産別最賃）の引き上げに結びつく企業内最低賃金協定を締結する。その水準は、連合リビングウェイジの水準を上回るものとし、その産業にふさわしい水準とする。

③　ハイタク産業労使の協議による、企業内最賃の締結を促進する。

(2) 法定最低賃金の大幅引き上げ

　法定最低賃金は、最低限の生活が可能な最低賃金水準の実現に全力をあげる。具体的には、「最低賃金制度に関する中期取り組み方針」を踏まえ、最低賃金対策委員会で具体化する。

４．ワーク・ライフ・バランスの実現、労働時間短縮の取り組み

(1) ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた労働時間の短縮

　ワーク・ライフ・バランスを実現するため、長時間労働を是正していく。このため、休日増をはじめとする所定労働時間の短縮、時間外労働時間の削減、年次有給休暇の取得促進、労働時間管理の徹底など、産業の実態に合わせて取り組み、連合「中期時短方針」の目標の達成をはかるよう努める。

(2) 中期時短方針「最低到達目標」の達成に向けた取り組み

　2009年度までに中期時短方針の最低到達目標の達成に向け、今次春季生活闘争では、次の取り組みを強化する。

①　年間所定労働時間2000時間を上回る組合は、2000時間以下とする。

②　年次有給休暇の初年度付与日数を15日以上とし、有給休暇の取得日数の低い組合員の取得促進をはかる。

③　時間外労働等の割増率が法定割増率と同水準にとどまっている組合は、上積みをはかる。

(3) 割増率増の展開

　労働基準法改正案が、12月５日成立し、時間外割増率の引き上げ対象は月60時間超の時間外割増率は50％となった。施行は、2010年４月１日からであるが、中小企業は「当分の間」適用猶予としている。今後、すべての労働者の早期適用実現に取り組むと同時に、連合「中期時短方針」の目標（時間外50％、休日100％）達成に向け、取り組みを展開する。

５．格差是正、底上げの進め方

(1) 適正取引の確立と公契約運動による公正労働基準の確保

　中小労働者の処遇改善、格差是正のためには、中小企業の収益改善が必要である。このため、「中小企業の公正取引の確立に向けた連合の取り組み」方針にもとづき、産別は、産業労使会議など様々な場を活用し、労使間の共通認識を深めるとともに、下請代金法等の関係法規の遵守と適正な取引関係の確立について徹底するための取り組みを行う。また、企業のＣＳＲの確立の観点から労働組合としてチェックを行う。

　また、公契約のもとで働く労働者の公正労働基準を確保するため、「公契約に関する連合見解と当面の取り組み」方針にもとづき、公契約基本法の制定をはじめ条例化など、関係産別と連携して取り組みを強化する。

(2) 全従業員対象に処遇改善の取り組み

　パート労働者等をはじめとする非正規労働者の処遇改善を進めるとともに、正社員転換制度の導入等を積極的に推進する。同時に、パート労働者の均等・均衡待遇の確保に向け「改正パートタイム労働法を職場にいかす取り組み指針」（2008年３月中執決定）にもとづき取り組みを進める。

具体的には、

・改正パート労働法の普及・点検運動に取り組み、正社員へ転換する制度の導入を進める。

・雇用期間の細切れを是正し、「有期雇用に関する厚生労働省指針」の徹底、雇用不安をまねく「雇い止め」を禁止する労使協定をめざす。

・パートなどの「複数就労」の実態を把握し、労働時間規制（週４０時間）の徹底と、労働条件の改善を目指す。

・「パート・派遣・非常勤労働者の交流集会」の開催する。

(3) 地域における格差是正の取り組み

　地方ブロックに示す連合「賃金指標」と、地域ミニマム運動の集約結果（賃金水準）をもとに設定された「ミニマム水準」にもとづき格差是正、底上げのための運動を展開する。

(4) 男女間の賃金格差の是正

　各単組の男女別賃金分布の実態把握と改善に向けた取り組み

①　賃金データに基づいて男女別の賃金分布を把握し、問題点を点検、改善へ向けた取り組みを進める。

②　賃金実態の把握が困難な場合には、賃金制度や人事評価制度の運用実態を把握する。また、男女間の偏りがある場合は、その偏りの要因を分析し問題点を明らかし、賃金制度・人事評価制度の公正・透明な運用を求める交渉に取り組む。

③　生活関連手当の支給における「世帯主」要件の廃止に取り組む。

④　男女間で業務の配分や仕事の与え方に偏りはないかを点検する。

６．ワークルールの取り組み

　産別・地協・地区が連携してワークルールの確立に取り組む。また、法令を守り、公正な働き方を実現する取り組みをすすめる。

(1) 労働関係法令の遵守の徹底

　正規労働者はもとより、パート・有期契約・派遣・請負労働者等について、パート労働法、労働者派遣法（偽装請負の点検、雇用・労働条件の確保等）、｢有期労働契約の締結、更新及び雇止めに関する基準｣をはじめとする労働関係法令の遵守を徹底する。

(2) 快適な職場づくり

　労働災害のリスクを低減し、快適な職場づくりを推進するとともに、長時間・過重労働対策、パワーハラスメント対策なども含め安全配慮義務の履行に向けた取り組みを進める。

(3) 労働時間管理の徹底

　出退勤時間管理の徹底等によって正確な労働時間を把握し、36協定を時間外労働の限度基準（1998年・労働省告示154号）に適合させる。同時に、その協定内容をチェックする。また、不払い残業の撲滅と、長時間にわたる時間外・休日労働を行った労働者に対する医師による面接指導の実施など、労働時間管理の徹底をはかる。

(4) 管理監督者の取り扱いの適正化

　労基法第41条の「管理監督者」の範囲を不適切に拡大し割増賃金の対象から除外しないよう、その取り扱いが法の趣旨に照らして適正か否か点検し、その範囲の適正化に取り組む。

(5) 65歳までの雇用確保

　希望者全員が65歳までの雇用を確保するための取り組みを強化するとともに、賃金、労働時間、健康管理、作業環境の改善等、労働環境の整備について労使協議を積極的に行う。

(6) 改正均等法の定着と両立支援の促進

①　改正均等法の定着・点検に取り組む。特に、女性労働者からの相談事例が多い次の２点の取り組みを強化する。

ア）改正均等法において禁止となった妊娠・出産を理由とする不利益取扱いについての点検を行い、協定の見直しを含め、解消にむけて取り組む。

イ）セクシュアル・ハラスメント防止措置の実効性を高めるため、方針や対策の実効性を点検し、必要な場合は見直しに取り組む。

②　両立支援に向けた労使協議の推進に取り組む

ア）「育児休業後の働き方を見通すことができるような雇用環境整備」に向け、短時間勤務制度の充実や所定外労働の免除制度の導入に取り組む。

イ）｢父親も子育てに係わることができる働き方の実現｣に向け、労使協定で育児休業の対象外にできる労働者から、「配偶者が子を養育できる状態である労働者」の削除に取り組む。

(7) 裁判員休暇（有給）制度に関する労働協約の締結

　労働時間中に、裁判員候補者として地方裁判所の呼び出しを受けた場合、および裁判員として地方裁判所に出席する場合は、全従業員を対象に有給扱い（特別休暇）とする労働協約の締結を進める。

７．通年取り組みの強化

(1) 職場点検活動

　労働時間管理、男女平等、安全衛生、非正規労働者のワークルールなど、それぞれの組織実態にあった職場点検活動を進める。中小の職場を中心に、１月～２月を職場点検活動月間と位置づけて運動を進める。

(2) 労働相談の実施

　労働相談は通年的に行うこととするが、今次闘争では２月を集中月間として取り組む。

(3) 不払い残業撲滅の取り組み

　労働時間に関する正確な把握方法などについて協定化するとともに、労働時間管理の徹底と不払い残業撲滅に向けた運動についても、通年闘争としても取り組む。

(4) 中期時短方針にもとづく取り組み

　ワーク・ライフ・バランスの実現と組合員がゆとり・豊かさを実感できる働き方をめざし、中期時短方針にもとづく労働時間短縮の取り組みを進める。

Ⅲ．政策制度の要求と実現に向けた取り組み

世界的な金融危機による実体経済への深刻な影響を防止すべく金融対策、景気対策、格差是正、地域の雇用創出・安定化等に向け、政府予算案の重点配分を求めるとともに、以下の政策・制度課題の実現をはかる。

１．景気・消費回復、生活防衛のための総合経済対策の効果的な実施

(1) 税制改革（所得再分配機能の強化、所得税減税等）

(2) 地域・中小企業活性化対策（貸し渋り・貸し剥がし対策の強化、地域力再生機構法案、信用保証制度の抜本的拡充と適正な制度運営等）

(3) 物価対策（揮発油税等の暫定税率の凍結・廃止等）

(4) 公正な企業間取引の実現（独占禁止法改正等）

２．雇用・労働分野におけるセーフティネットの整備

(1)「日雇い派遣」の禁止など労働者保護の視点での派遣法改正

(2) 時間外労働の割増率の引き上げ（労働基準法改正）

(3) 障害者の適切な処遇改善等に向けた障害者雇用促進法改正

(4) 非正規労働者の雇用確保・安定化の推進（雇用保険法改正等）

　　

３．ワーク・ライフ・バランスの推進

(1)「両立支援法」の実現をめざした育児・介護休業法の改正

４．信頼と安心の社会保障制度の構築

(1) 社会保障制度の機能強化（社会保険の適用拡大、就労支援給付制度の創設）

(2) 年金・医療制度改革、介護報酬の引き上げ

５．公務員制度・公務労使関係の抜本改革と労働基本権の確立

　国民の期待する公共サービスを実現する効率的な公共のあり方や、公共サービスを支える公務員と民間公共サービス労働者の労働条件のあり方など、連合の「公共サービス・公務員制度のあり方に関する連合の考え方」に関する学習と意見交換などを、連合北海道官公部門連絡会（北海道公務労協）と連携して引き続き取り組む。

６．道内課題の取り組み

　北海道における勤労道民全体の労働条件の向上と、公正なワークルールの確立に向けた課題に積極的に取り組む。

①　ハイタク労働者の労働基準の確立と最賃違反の根絶。

②　季節労働者の「短期特例一時金60日支給」と冬期における短期就労事業拡大の予算措置も含め、支援事業の抜本的見直し。

③　トラック・バス輸送における安全の確立とワークルールの徹底。

Ⅳ．闘いの進め方

春季生活闘争における相場波及効果を高めていくため、産別からの報告をもとに、賃金カーブ維持分、回答、個別賃金水準などの情報開示を積極的に行い、中小や未組織労働者の賃金改善、処遇改善につながるよう運動を展開する。運動を前進させ、社会的に賃金水準の形成をはかっていくため、闘争体制を構築し春季生活闘争を展開していく。

１．闘争体制について

(1) 中小・パート共闘、部門別会議の強化

　2009闘争から共通項が多くまとまることのできる、いくつかの産別の集まりによる共闘会議・部門別会議で産別間の合意形成を図ることにより、共闘の軸と基準を見出していくことを目標とする。

(2) ヤマ場の集中化に向けた取り組みの強化

①　ヤマ場の集中化に向け、会議を開催し取り組みを検討する。

②　共闘会議・部門別会議の構成する産別は、回答引き出し時期ごとに、情報の開示を積極的に行い、より波及力を高めていく。

２．闘争機関の設置

①　連合北海道春季生活闘争本部を設置し、闘争委員会（執行委員会）、拡大闘争委員会（産別・地協）を開催し闘争状況の確認と方針の徹底をはかる。

②　主要な地区連合に春闘臨時専従を配置する。

３．闘争日程

(1) 要求書の提出

　要求書は、原則として２月末までに提出する。遅くとも３月末までには全ての単組が提出する。

(2) 集中回答日の設定

　回答ゾーンの設定や具体的な日程配置は、中央闘争委員会で協議した期間を参考として、第２回闘争委員会（１月）で決定する。

(3) 部門別連絡会議

　 部門別会議の取り組みについては、中央闘争委員会確認を受け、部門別連絡会議の中で検討し「当面の取り組み」で決定する。（部門別連絡会議の開催　１月～２月）

(4) 中小・パート共闘

　共闘会議の取り組みについては、中央闘争委員会確認を受け、会議の中で検討し「当面の取り組み」で決定する。（２月）

(5) 地協春闘討論集会の開催

　各地協は、１月～２月に春闘討論集会を開催する。

　

４．相場波及、情報公開体制の強化等

(1) 集計と公表の工夫で相場波及効果を高める取り組みの推進

(2) マスコミ対応の強化

(3) 経営者団体との協議の促進と連合の主張の展開

(4) 労働基本権にこだわる交渉を展開する。

(5) 地場中小の自主交渉を促進し、早期解決をめざす。また、効果的な波及が行われるよう地場集中決戦方式に取り組む。（エントリー組合の登録：２月中）

＜資料４＞　

自治労北海道本部青年部春闘方針（案）

１　2009国民春闘の推進に向けて

（１）2009国民春闘をとりまく情勢について

【生活と経済をめぐる情勢】　

　米国発の金融危機の影響が、日本の実体経済にも深刻な影響を及ぼし始めています。12月の政府「月例報告」では生産・企業収益が大幅に減少、業況判断と雇用は急速に悪化していることから、景気判断を６年10ヶ月ぶりに「悪化している」とし、先行きについても当面は悪化が続くとしています。世界経済の減速、この間の原油価格の高騰、円高等を背景として、これまで日本の景気回復を牽引してきた輸出・設備投資が減少に転じています。一方、内需に目を向けると、賃金が伸び悩む中で生活必需品が値上がりし、消費者の購買意欲は冷え込んでいます。また、このところの雇用環境の悪化によってさらに消費の停滞が懸念されます。

　この間、日本経済は2002年以来戦後最長の景気回復をとげたと言われますが、企業収益が過去最高となる一方、賃金は抑制され、労働者の生活は向上しませんでした。物価が上昇する中で、このまま実質賃金の低下を放置すれば、日本経済はますます下降しかねません。海外要因に左右されずに日本経済が持続的に成長するためには、内需すなわち消費需要による下支えが必要です。

　今回の金融危機はこの間世界を席巻した市場原理主義の終焉を意味します。実体経済を超える「金融資本主義」は、労働者を置きざりにして拡大し、格差と貧困をもたらしました。これに変わる価値観として、これまでわたしたちが求めてきた公正・連帯の社会が実現されなければなりません。そのために安定した雇用、安心の社会保障、内需主導型への経済システムの転換が重要です。

　

【労働をめぐる情勢】

　雇用環境は07年後半から悪化が続いています。完全失業率は上昇傾向にあり、2008年８月に４％を超え、有効求人倍率も0.86倍にまで低下しました。非正規労働者をはじめとした雇用調整の動きも出ており、さらに雇用環境が悪化する恐れがあります。

　雇用者に占める非正規労働者の割合は年々増え続け、2008年には34％に達しました。特に女性においては、54.2％と半数を超えています。それと同時に低所得者も増えており、年収200万円以下の低所得者層が2008年には1,032万人（国税庁－民間給与の実態）となっています。

　総務省が発表した９月の全国消費者物価指数は、前年同月に比べ2.3％上昇しました。上昇率は下がっているものの、現在の物価高は生活必需品を中心としており、低所得者層により大きな影響を及ぼしています。非正規雇用労働者、中小企業労働者の待遇改善によって消費を刺激し、景気の下支えとすることが必要です。

　企業においては、世界経済の減速などを背景として、急激な収益悪化が生じており、倒産件数の増加や、経常利益の減益が見られます。しかし、大企業などを中心にこれまでの景気回復下で蓄積してきた体力はあり、賃金引上げの余地は十分にあります。12月５日に改正労働基準法が成立（2010年４月施行）し、現在一律25％の時間外労働の割増率が、月60時間を超える部分は50％になります。長時間労働や過労死を防止することを狙ったものですが、経営への影響を緩和するため、中小企業への適用は当分見送られるといったことなど、超勤縮減の実効性には疑問が残るものであり、ホワイトカラー・エグゼンプションの議論が再燃する危険性もあることから、引き続きの取り組みが必要です。

【自治体と公共サービスをめぐる情勢】

　国の行なう歳出削減により自治体間の財政格差が拡大するなど、多くの自治体が厳しい財政運営を強いられています。このため、社会保障費をはじめとする予算の削減や安易なアウトソーシングが横行するなど、自治体における公共サービスの提供責任さえ危ぶまれる現状にあります。地方税財政をめぐっては、地方法人２税の扱いなどが議論されていますが、地方分権を確立する上でも、国：地方の税収割合５：５の実現、地方交付税の総額確保が求められます。

　国の行政改革推進本部専門調査会が公務員の労働基本権をめぐり「一定の非現業職員について協約締結権を新たに付与する」とした最終報告を行いました。これにより、現在の給与勧告制度を乗り越えた、新たな自主的・主体的な賃金決定システムへの転換がより現実的となっています。2009春闘では、労働基本権改正の課題など労使関係が新たな局面を迎えることを意識し、今まで以上に交渉を重視した取り組みが求められます。

　2008人事委員会勧告の状況を見ると、地域民間賃金水準の反映がより強く求められている結果、公民較差を厳格に反映させる地域も見受けられるなど、地域間の格差が明確になっています。所定勤務時間については、１日７時間45分とすることについて、「国及び他県の動向を踏まえ検討」としたところが多く、取り組みの強化が必要です。

　自治体臨時・非常勤等職員の実態調査によると、臨時・非常勤等職員は、全職員の27.8％を占め、その総数は50万人以上と推定されます。賃金は日給・時給型の半数が900円に届かず、月給型では55％が16万円に届きません。８月26日、人事院が非常勤職員の給与等について、対応する職種の１級１号俸を基礎に給与を決定することや、期末手当や通勤手当の支給にむけて各省で規程を整備するよう求める「非常勤職員の給与に関する指針」を発出しました。これを自治体の臨時・非常勤等職員の雇用の安定と賃金・労働条件の改善につなげなければなりません。

　医療・福祉・保育など地域公共サービスの規制緩和とアウトソーシング・民営化の動きは、質量ともに動きが早くなっています。そうした中で、公共サービスの削減と負担増も強まり市民のくらしと生活への不安と破壊がいっそう増大しており、安心と信頼のセーフティネットとしての地域公共サービスの再構築が急務となっています。

　自治体財政健全化法に基づき財政基準が示されることとなり、公共サービス水準の切り下げ、賃金労働条件や人員削減圧力がさらに強まることが予想されます。本来、必要なサービスを行うための財政であるはずが、財政にあわせてサービスを切り捨てるという現象が起きています。サービスを支えるための財政の機能を強化する取り組みが求められています。

（２）2008秋期闘争の総括に向けて（中間総括）　

　人事院は８月11日、月例給、一時金ともに2008年度給与を据え置き、本府省業務調整手当を2009年４月から新設する等の給与勧告を行いました。勧告は、2006年に一方的に見直された官民給与比較方法により月例給の官民較差が圧縮された結果であり、春闘における民間賃金改善の前進が反映されなかったことは、非常に不満なものとなりました。

　また、交通用具にかかる通勤手当を据え置きとしたことは、ガソリン代急騰に苦しむ組合員の期待からすれば不満です。自宅（持家）にかかる住居手当が廃止されなかったことは、春闘段階からのわたしたちの取り組みの成果ですが、報告でその廃止の姿勢が明示され、さらに厳しい状況にあります。一時金については、民間一時金の減少傾向のなか、辛うじて現状維持となりました。中央省庁職員優遇の本府省業務調整手当の新設は、給与は職務と責任に応じて決定されなければならないという職務給の原則から見ても大きな問題があるとするわたしたちの反対を無視し強行したものであり、とうてい納得できるものではありません。

　所定勤務時間については、１日７時間45分、１週38時間45分に短縮することとし、2009年４月１日実施が勧告されました。公務員に対する逆風のなかで勧告されたことは、この間の自治労・公務員連絡会の取り組みの成果であり、今後、私たちがこれをいかに勝ち取るかが重要な課題になります。同時に、人事管理に関する報告では、超過勤務の縮減が盛り込まれました。

　報告では、非常勤職員の賃金に関するガイドラインを勧告後速やかに発出するとしました。これは、この間の自治労の取り組みの成果であり、自治体の臨時・非常勤等職員の処遇改善のために活用していかなければなりません。

　これまでの勧告を見れば、05年度に給与構造の改悪、06年度には官民比較方法が一方的に改悪され、今年度においても比較企業規模を100人以上に戻す交渉をしてきましたが、見送られた経過にあります。そして、私たちの声を集めた要求事項を反故にする形で、地方に「地域地場賃金」を強く求め、安易な総額人件費抑制を推し進めています。そして道人事委員会が、今までの国準拠の姿勢から、政府・総務省の助言という名の「指導」により、道人事委員会が第三者機関としての機能を果たせない状況となっていることから、道人事委員会に対して、いかに人事院勧告の結果を反映させることが出来るかが最大の焦点となり、本部青年部は北海道人事委員会が政府・総務省による政治的な圧力での一方的な勧告を出させないために、全単組・総支部から「要請書行動」を取り組んできました。さらには、全部員への周知をはかるために、経過や仲間の思い、取り組みの共有を職場集会や教宣紙の発行をするとしてきました（第23回定期総会、第3号議案参照）。

　2008年９月26日に行われた道人事委員会との交渉において、多くの単組・総支部から集まった要請書（110枚）を、道本部青年部として提出してきました。2008年10月３日に出された道人事委員会勧告は、月例給・一時金が国どおり据え置かれるものとなりました。しかし、一時金の改善については、昨年度人事院が引き上げ勧告を行ったにもかかわらず、道人事委員会においては、独自削減がない場合の官民逆較差が生じることを理由に、昨年度に引き続き据え置くとしたこと、この間人事委員会勧告無視の独自削減が10年間も行われ、今年も停止勧告が出されなかったことは不満であります。所定勤務時間については、１日７時間45分、１週38時間45分に短縮することとしました。

　各自治体における時間短縮の回答は国の時間短縮の閣議決定が遅れたため、現在では道内自治体でバラバラの結果となっております。2009年4月の改定に向け、春闘期の取組みの強化が求められています。

　道本部青年部では、2008確定期闘争の強化に向け「青年部統一要求書」行動を取り組むことを確認してきました。具体的には、５項目の統一要求事項と各単組・総支部で生活・職場実態討論から独自要求事項を確立・付加した要求書を掲げ、青年部独自要求交渉をすることを最終目標に、５つの獲得目標の中から、それぞれの状況に合わせ、各単組・総支部がめざす到達目標を設定し、青年部独自要求闘争の実践から、最大の獲得目標である組織強化にむけたたたかいをすすめてきました。

　また、要求項目の「原油の高騰は、青年労働者の生活を厳しいものとしている。実態に見合った通勤費、寒冷地手当の改善をすること。」の根拠資料として高騰前のガソリン代と現在のガソリン代を比較、計算し自分たちの生活への影響を把握する「怒りのガソリン差額計算簿」を提起しましたが、取組みに拡がりを見せることは出来ませんでした。

　札幌市職では、青年部独自アンケートをもとに要求項目を作成し、幹事会で精査した上で要求をしてきました。

　江別市職労では、統一要求書を提出し、「言わないと当局は現状に気がつかない」と、交渉において仲間の声を直接当局にぶつけてきています。

　岩内町職では例年の基本組織の要求に付加する形で要求を行ってきましたが今年度より、青年女性部独自の要求書を提出してきています。

　共和町職では家族介護休暇を実際に取得しやすい制度とするように要求しています。

　倶知安町職では人勧より多い65時間の「町民ボランティア」に対し、基本組織と連携し、勤務時間適正化に向けて取り組んでいます。

　真狩村職では職場レポートを全部員で取組み、そこで多く出された独自削減即刻停止と新規採用について要求しています。

　余市町職では職場アンケートやオルグの中で問題点を洗い出し、「全職員への人間ドックの実施及び保育士の腰痛検査の充実」などの独自要求書を提出しています。

　音威子府村職では「賃上げ要求をしなければ当局は今の賃金で足りてしまうと思っている。上がるのは難しいと思うがアピールは最低限していくべき」という議論から独自要求書を提出し、総務課長交渉を行ってきています。

　下川町職労では交流集会アンケートを全部員で取組み、その後職種別分散会を行い、基本組織への付加要求につなげています。

　剣淵町職労では交渉の場で１年間取り組んできた家計簿付けから出た実態を当局に訴えてきています。

　富良野市労連では青年部員全員とその配偶者が署名押印した「私たち青年労働者の賃金改善を求める要請書」を当局に提出し実態を訴えてきています。

　増毛町職では統一要求書を基本組織とともに提出し、独自の要求書を春闘期に提出します。

　留萌市職労では基本賃金一律20％提案に対し、青年層の有志が提言書を基本組織に提出し、今後全青年層で署名を取り組みます。

　宗谷地方本部・日高地方本部では道本部から提起された要求書行動について、取り組みを分かりやすく解説し、役員以外でも内容について議論しやすくする取り組みをし、各単組でそれを用いてできることから始めようと言う意識付けを継続して進めています。

　豊富町職では、独自削減3％に対し、３ヶ月間の家計簿付けを実施し、分散会を行い、今置かれている状況を認識し、意見書を基本組織に提出しています。

　猿払村職では、春闘期に実施したアンケート等を基に基本組織要求書への付加要求を確立し、提出前の臨時集会で青年層からの意見を発言し、思いの共有化を図っています。

　知内町職では職場環境へのアンケートを取組み、今後の要求への足がかりとしています。木古内町職では職場レポートを全部員で取組み、春闘期に基本組織に意見反映していきます。

　せたな町職・今金町職では青年部組織はありませんが、基本組織の執行委員としている青年部員が、基本組織要求書に青年層の要求を反映しています。

　江差町職労では今年度より赤手帳付けをはじめ、今後の要求につなげていきます。

　滝川市職労では青年女性部独自アンケートに基づき要求を作成し、重要点を新規採用と超過勤務手当の完全支給とし、当局に要求しています。

　砂川市職労では窓口職場を中心に昼の休憩時間を取得できていないとの声があり、基本組織の附加要求の中で休憩時間の確保について要求しました。また、青年女性部員においても積極的に職場内において議論をしていかなければ、この問題については解決していかないことも確認しています。

　日高町職では職場レポートをアンケート形式で取り組んだところ、医療職場を中心に不満の声が多く出てきたことから独自要求を実施しています。

　新ひだか町職では青年部で独自アンケートを取り、「冬期間における庁舎内の暖房について、時間・温度を調整してほしい」等の要求書を作成しています。

　網走市労連では「超過勤務・振替休日アンケート」を実施し部員の声を集め独自要求に繋げています。

　北見市職労では青年部アンケートを実施した結果、大規模断水時の業務があまりにも過酷な状況だったため、業務実態を当局にも知らしめるために「非常時に備えた体制整備について」という要求を提出しています。

　浦幌町職では時間短縮の要求の他、青年層から出た「役場庁舎に洋式トイレを設置してほしい」「若い職員を１年程度で人事異動させないように」等の項目について団体交渉において要求しています。

　上士幌町職では基本組合の要求書に組み込む形で行ってきた青年層の要求を、今回からは青年部としての要求であることを強調するため、基本組合と別にして要求書の提出をしています。

　釧路市役所労働組合では、青年部でアンケートを実施し、通勤手当の見直しと検診項目の増加について独自要求しています。

　別海町職では基本組織の要求書を執行委員会で確認読み合わせをし、来年度独自で出すことをめざしています。

　全道庁労連では「知事あて怒りのメッセージ返信要求行動」を取組み、全く職員の実態に向き合わない知事に対し、毎月の手取額から必要経費を計上し、いくら月々足りないか、なにを我慢しているかということを知事に突きつけ返信を求めています。

　さらに、全道庁労連の朝ビラ行動・腕章着用推進行動、網走市労連の青年部員の不満の声をきんぎょの形に切り取った紙に書き込み団体交渉の場に掲示する「きんぎょ大作戦」名寄市職労の団結ポケットティッシュや、その他多くの単組で三角柱行動等の大衆行動が行われています。美幌町職では「今やるべきことは何なのか？部員は何がしたいのか？何をすれば集まるのか？」などをテーマにしながら運動をしています。

　このように、この間の職場レポートによる実態討論などにより仲間の状況を共有し、要求につなげるなど一定の広がりを見せているものの、単組で交渉への参加、基本組織への意見反映、教宣紙の活用、学習会の開催等を青年として取り組めなかったところもあり、中には人勧が改定なしという情勢で要求をして当局を刺激したくないという声もあるなど、単組によって差が出ているのも事実です。

　この背景には、そもそも仲間の声を聞けていない、仲間の声を集めてもそれを生かし切れない、基本組織に任せきりになり、青年部として動ききれない・動き方が分からないということや、新規採用者の減少から青年組織を構成する人数が少なくなり、役員体制の確立や分担が困難なことから、一部の役員に偏り、業務に忙殺される中で、単組内での議論や地方本部との関わりが薄れ、仲間の声を集めることは少しずつ出来ていったものの、取り組みにつながっていないということが伺われます。さらに、職場全体の雰囲気として依然として多くの自治体で何らかの独自合理化が行われ、特に、夕張市の財政再建団体移行に伴い過去に例のない未曾有の大幅な賃金合理化を目の当たりにしているため、「行政経費を確保するために」と厳しい決断を迫られている中で人件費合理化やむなしという気分、恒常化する独自削減にならされている気分があるもの明らかです。

　しかし、このまま「物言わぬ・物言えぬ」労働者のままでは、私たちの職場・生活は良くなっては行きません。それどころか当局による「国公準拠のいいとこどり」によって、国を上回るものは全て剥奪され、国家公務員で受けた合理化をそのまま導入し、財政難回避を安易に人件費に求めるなど、当局の思うように労働条件が改悪されてしまうことになります。

　確かに、民間労働者との比較、住民の目、自治体の財政難を目の当たりにさせられれば、賃金闘争等を取り組むのは難しいかもしれません。しかし、われわれは公務員の前に労働者であり、ほとんど土日も無く、夜遅くまで働いている労働の対価として、健康で文化的な生活ができる、ゆとり・豊かさを実感できる賃金をもらう権利があります。また、公務員の賃金は、地場賃金の「プライスリーダー」であり、地場経済に大きな影響を与えることから、私たちの賃金闘争には、私たちの問題だけではない、重要な意味があります。

　賃金闘争は、春闘期からの学習や討論による要求作りから、人事院勧告期、確定闘争期までの一連の流れとして闘争を展開しますが、闘争をしきれていない単組があるのも事実です。

　また、06･08勧告の「月例給・一時金水準改定なし」、07勧告での「月例給・一時金の引き上げ」ということを考えたときに、多くの青年の間に「何もしなくても」との意識が働いてしまっている現状があります。

　こうした状況を踏まえ、今春闘期において、青年の意見を基本組織に意見反映していく体制、当局とたたかう体制作りと、この間の職場レポートなどの取組みや仲間との議論の中から「これだけは何とかしたい・取組む」という課題・目標を持ち、大胆な運動の展開をしなければなりません。大事なのは「要求書を提出して交渉を行う」ということだけではなく、仲間と職場実態を出し合い、それを共有し、そのゆずれない思いを確立することです。この間職場レポートなどの取り組みをとおしてつかんだ、「仲間の思い」を形・時期にこだわることなく、青年層の切実な要求として基本組織と連携し、当局にぶつけることが重要です。青年部は労働組合の土台です。そして将来を担うのは青年であり、青年が運動を作り主体的に独自要求闘争を展開しなければなりません。そのためにも、2008秋期闘争の取り組みの総括をしっかり行い、2009国民春闘での取り組みにつなげていかなくてはなりません。

①　独自削減には断固反対、生活給の確保・地域給実損額奪還のたたかいを進めます。

②　初任給格付けや運用の改善を求め現行の賃金水準確保をめざすため、基本組織の取り組みに結集するとともに、青年としての主体的な運動を進めます。

③　職場レポート・賃金手帳付けなどから出た仲間の実態・思いを共有し、要求として確立し、当局にぶつけていきます。少なくとも基本組織に意見反映する取組みをしていきます。

（３）2009国民春闘の任務と課題

　労働組合は、1955年から労働者が結集し、使用者側に賃金引き上げをはじめとする労働条件改善を勝ち取るために一斉にたたかう場として春闘を進めてきました。

　しかし、資本・経営者側は、経済のグローバル化や規制緩和により企業間の競争が強まる中で、産業・企業の生き残りのためには「雇用か賃上げか」「国際競争力の強化を」として労働条件の切り下げ、賃金抑制攻撃を強化してきました。さらに職場での労働者の意識の変化を巧みに利用し、年功序列賃金制度から能力・実績主義賃金制度が導入されています。

　「能力給」の導入は労働者意欲の評価や貢献度に対して支払うことを建前にして、職場での競争や労働者間の分断を招くばかりか、人件費そのものを抑制する狙いがあることは、既に導入された民間企業や先行導入されている自治体の実態からも明らかです。

　そもそも賃金は「労働力の再生産費」であり、賃金決定の原則である「労働者本人の労働力の再生産費（自分の衣食住費）」「新たな労働力の再生産・育成費（家族の衣食住費と養育・教育費）」「労働力の熟練度（教養・技能の習得費）」「人間らしく生きるための必要費用（文化娯楽費）」を基本にし、労使交渉によって決定しなければなりません。

　そして、春闘期に産別・地域を越えた労働者・労働組合との交流・連帯から大衆交渉を積み上げ、勤労国民の生活改善要求と結合したたたかいから春闘解体攻撃に反対していかなければなりません。そのためには、生活実態から春闘期に賃金要求を掲げ、大衆行動を配置し前進回答を引き出し、不満な時は最終手段としてのストライキを含む実力を行使する闘争体制を確立しなければなりません。

（４）賃金抑制攻撃に反撃し、大幅賃上げ・格差解消を勝ち取るたたかい

①　国家公務員の賃金決定は「労使交渉によらず、人事院勧告を賃金決定の『代償措置』として、公正な賃金を決定する」とされています。しかし、資本・経営者側は民間準拠を理由に公務員の賃金を低く抑えてきました。

　2005年人事院勧告では給与制度見直しとして2006年４月からの大幅な賃金削減と査定昇給などの導入を勧告し、2006勧告では民間給与実態調査の比較方法を変更し、月例給、一時金の改定を見送る勧告を行いました。これらは地域間・企業規模間の賃金格差を利用し、拡大するものです。このことは、現在の一時金の月数を見ても、国の4.50月を下回る単組が多くある実態からも明らかです。春闘期に確立した初任給の引き上げ、男女間格差の解消をはじめとする要求に対しては、不満な内容です。

　私たちはあらためて人事院勧告制度の矛盾を明らかにし、「賃金」について学習を深めるなかから、生活給としての賃金要求を確立し、自治体間・職種間・男女間雇用形態による賃金の格差解消に向けた取り組みを強化します。また、臨時・非常勤等職員などの賃金改善も進めなければなりません。

　そのためにも、公務員労働者から奪われているスト権をはじめとする労働基本権の奪還、人勧体制打破、労使交渉による賃金決定を実現し、官民一体となってたたかいを強化しなければなりません。

②　多くの課題がある中、2005勧告で出させてしまった「地域給与・給与制度見直し」は、実損額計算からも明らかなように、約1,500万円もの実損があります。最大で3,000万円を超える実損がある単組もありました。そのような単組がある一方で、制度運用面でのたたかいで、実損を圧縮した単組もあります。また、基本組織に意見反映をしながら、一番打撃を受けるのは青年層であることを、しっかり訴えてきた単組もありました。

　結果として、全ての単組で地域給が導入されました。今後、私たちは再度、制度導入後の実損額計算を行い、改めて各単組でどれだけ削減されたのかを認識し、その上で他単組の取り組みに学びながら、制度運用面において実損額の回復のたたかいを強化しなければなりません。その中から、単組同士の横のつながりの強化、議論を作りきれない単組への支援行動、地本・道本部への結集を全単組・総支部が組織強化の視点から取り組まなくてはなりません。

③　多くの単組では、依然として財政難を理由とした賃金合理化が強行されています。しかし、財政難の原因は私たちの賃金が原因ではないことは明白です。中には賃金合理化の理由すら言わない当局があり、安易に人件費を抑制しようとする自治体があります。そのような中、町の財政が厳しい状況や公務員バッシングがある中では、賃金闘争を展開することが難しいという声があるのが事実です。しかし、私たちは何故そのような事態になったか、その本質を学び、その矛盾点を追及して行かなくてはなりません。
〈具体的には〉

①　給与独自削減は断固反対のたたかいを進めます。

②　初任給格付けや運用の改善を求め現行の賃金水準確保をめざすため、基本組織の取り組みに結集します。

③　新規採用者抑制の改善をめざすため、基本組織の行う人員確保の取り組みに結集します。

④　全地方本部・単組・総支部で具体的な「春闘期に何をするのか」という具体的な行動目標を確立し、たたかいを進めます。

⑤　あらためて生活と職場実態を調査・点検する中から、一人ひとりの要望や不満、不安などを討論し「ゆずれない要求」を確立します。そのためにも「生活・職場実態点検手帳付け」「実損額計算」の取り組みから、それぞれの年齢において、どれだけの賃金が必要なのかを算出し、学習会や職場対話集会を行います。そして2009国民春闘を積極的に取り組む意志統一をはかり、新１級から２級にある青年層の賃金をこれ以上削減させない取り組みを行い、独自要求闘争につなげて行きます。

⑥　独自削減の理不尽さ、「地域給与・給与制度の見直し」をしっかり認識する中から、「賃金は労働力の再生産費」「同一価値労働・同一価値賃金」「能力・実績主義賃金制度の問題点」など賃金論・賃金学習を全地方本部・単組・総支部で開催することをめざすとともに、資本・当局のねらいを明らかにし、「労働者としてのものの見方や考え方」の確立をめざします。

⑦　要求やたたかいの全体化をはかるため、機関紙・カベ新聞・朝ビラ等の教宣活動を強化し、腕章・ワッペン・ステッカー・三角柱、その他創意工夫ある大衆行動を取り組むとともに、継続的な運動を展開します。

⑧　各地方本部春闘討論集会への全単組・総支部の結集をはかります。また、決起集会、各種機関の諸集会等に積極的に参加し、事前・事後の学習・報告活動から、たたかいの全体化をはかります。

⑨　連合スプリングフォーラムや第42回全国団結集会・地区団結集会など、地域や共闘運動の取り組みに積極的に参加し、産別を超えた学習・交流からたたかう意志統一をはかります。

⑩　ストライキ批准投票を高率批准させるための取り組みの強化とともに、闘争体制の確立をめざします。

（５）生命と権利を奪う「地方行革」攻撃に反撃するたたかい

①　81年以降の臨調「行革」攻撃により、自治体では徹底した人員削減、業務の民間委託、機構改革・職場統廃合が進められてきました。職場では仲間との分断が進み、「仕事優先」の意識が広がり、次第に競争意識が強まってきています。その結果として、さらに時間外労働の増大や年休をはじめとする権利取得についての意識低下なども起きています。

　さらに総務省は2005年３月、新地方行革指針を示し、各地方公共団体に対して「行革大綱見直し」「集中改革プランの公表」の実行によるさらなる合理化の具体的な計画の策定を求め、多くの自治体で既に計画が策定され実施されています。

　こうした動きに対し、すべての自治体関連労働者の雇用・処遇を守る取り組みが必要です。

　経営者主体の「規制改革会議」や政府内の「規制改革推進本部」は、これまで公共施設・サービスの民間開放の促進、構造改革特区などによる「官製市場」改革を強力に推進してきました。『規制改革』の名の下に進められている手法は、ＰＦＩ、独立行政法人、指定管理者制度、市場化テストであり、自治体でも具体的に進められています。

②　政府は、地方交付税の大幅削減を行い、合併しなければ自治体運営ができないよう、合併を一層推進する政策をとり、自主的な合併とは大きく乖離した内容となっています。

　そうした中職場では、合併の「成果」として定数削減や労働強化が進められ、慢性的な長時間労働により心身の健康が破壊され、病休者や早期退職者が増えています。また合併しない自治体でも交付税の削減により大幅な定員削減と賃金カットの攻撃がかけられています。市町村合併による、社会保障の切り捨てや利便性の悪化など地域住民からも不満や不安の声が出されています。

　政府は、市町村合併の効果を「行政の効率化」などとし、「少ない経費でより高い水準のサービスが可能になる」としてきました。さらに、道州制導入の議論を進めています。合併による職場の統廃合により管轄区域が拡大し、住民との関わりが薄れ、きめ細かいサービスが提供できず、住民からの苦情が増えているなどの問題がこの間の交流で明らかになっています。地域公共サービスを担う私たちが、政府の進める自治体統廃合の目的が財政支出削減にあることや住民無視などの課題を明らかにし、すべての労働者、職場に影響する問題であることから共同闘争を通じて地域に広めていくことが必要です。

　私たちは、地域や職場が違っても、資本・当局によってかけられてきている攻撃の本質は同じであることを第11回地方協議会別交流集会・第16回自治労青年女性夏期交流集会の取り組みの中で明らかにしてきました。これ以上の行革による労働者の生活や労働条件の悪化を許さず、真の地方自治を確立するため、春闘期から単組オルグを行い、生活・職場実態を明らかにし、たたかいの成果と課題を来年開催する第28回自治労北海道青年部夏期交流集会に持ち寄り、自治体合理化への産別抵抗を組織していかなければなりません。

〈具体的には〉

①　各単組・総支部で、職場にかけられている合理化攻撃の実態・問題点を明らかにし独自要求闘争と結合させるため、学習会・職場実態討論集会、職場対話集会を行います。

②　各地方本部に積極的に結集し、たたかいの成果と課題を単組・総支部間で交流し、学びあい、全体化していく取り組みを強化します。

③ 　反合理化職場闘争を通年のたたかいとしていくためにも、春闘期をスタートと位置づけ、たたかいを追求していきます。そのためにも、秋期闘争の総括から春闘期の取り組みをしっかり行い、そこで明らかになった課題や成果、仲間の声を第28回自治労北海道青年部夏期交流集会に持ち寄り、独自要求闘争を進めていきます。秋期闘争・春季生活闘争において、職場での事実と仲間の思いをどう全体化・反映してきたのか、さらに、反合理化の集約点である交流集会運動に向けた、全単組・総支部からの仲間の参加に向けて、各地方本部における春闘期全単組・総支部オルグ実施を取り組みます。

（６）労働時間短縮を進め、人員を確保するたたかい

　94年から自治体で週40時間制が導入される一方で、変則交代職場においてはなお完全週休二日制が確立されていない職場もあります。

　自治体職場においては、業務量が変わらないままでの時間短縮であり、当局の「人は増やさない、予算は増やさない、行政サービスは低下させない」の三無主義で年休の取得率の低下や時間外勤務、休日出勤、持ちかえり残業、不払い残業が増大しています。

　所定勤務時間の短縮については、人事院は民間の勤務時間が国家公務員より短くなっている実態が明らかとなり、職員の勤務時間を１日７時間45分、１週38時間45分に改定する勧告に至りました。今回、公務員に対する逆風にもかかわらず2009年４月実施として勧告したことは、この間の取り組みの成果です。しかし、今の現状であれば、ただ単にサービス超勤を増やすだけであり、自分たちの本来の勤務時間があいまいになってきてしまう状況にあるため、各自の超過勤務の実態を把握した上で、本来の勤務時間というものを考えていかなければなりません。

　真のワーク・ライフバランスの実現に向け、安心して働き続けられ、ゆとりある職場環境の確立のためにも平日の労働時間、休日出勤、時間外勤務の職場実態を点検し、36協定の締結による時間外勤務の縮減の取り組みや適正な人員要求を進め年間1800総労働時間の実現をめざさなければなりません。

　また、「行政リストラ」攻撃の中で現業職場を中心に民間委託化、退職者不補充、新規採用者の抑制が進み、99年の労働者派遣法の改「正」による「原則自由化」から、福祉職場を中心に自治体で働く派遣労働者が増え、賃金や雇用の労働条件が確立されない臨時・パートが増加しています。自治労は不安定雇用労働者の均等待遇を求め、自治労への組織化をはかることとしています。職場の人員配置状況の点検から人員要求を確立し、退職者の正規職員の採用による完全補充、新規採用者の増員を求めるたたかいを強化しなければなりません。

　高齢者再任用制度は実施の導入にあたり、再任用が定員枠内で行われることにより生じる新規採用の抑制など問題点が明らかになっており、当局に人員合理化の手法に利用させない取り組みを強化しなければなりません。

　自治体職場では、交付税の削減などによる地方財政危機により、機構改革や市町村合併が推し進められ、民間委託、人員削減や労働条件の改悪などにより、過重労働や不払い残業、休日出勤などが当たり前となってきています。仲間からは、「時間外手当なんていらないから休みたい」「今後、自分の職場があるか不安」など、職場・生活に対する不満や不安の声が出されています。このことからも、官民一体となって当局側の都合の良い「労働強化」「不払い残業の促進」「金銭による一方的な解雇」などの労働規制緩和導入反対のたたかいを強化し、職場実態の点検から人員要求を確立し、退職による欠員を正規職員の採用での完全補充、新規採用者の増員を求めるたたかいを強化しなければなりません。

〈具体的には〉

①　私たちの求める年間総労働時間1,800時間の実現に向け、労働実態の点検活動と職場の問題点を討論することを強化し、業務量に見合った人員の配置、とりわけ、新規採用の促進を求める取り組みを強化します。

②　時間短縮を勝ち取るため、基本組織の運動に結集します。

③　有給休暇をはじめとする諸権利について日常的な学習を強化し、それを行使するための職場実態を点検し、独自要求闘争と結合した取り組みを進めます。

④　職場での男女間・青年層に対する差別の問題を明らかにし、全ての労働者が健康で安心して働き続けられる職場改善の取り組みを進めます。

⑤　生命と権利、職場を奪う合理化攻撃の本質やその背景を学習・交流・討論する中から明らかにし、職場実態点検からの人員要求や、快適な職場環境づくりに向け、職場改善要求を確立するため、人員確保闘争を春闘期から取り組みます。

⑥　男女平等産別統一闘争を、各単組・総支部の青年（青年女性）部において、女性部・基本組織と連携の上、積極的に取り組みます。

（７）臨時・非常勤等職員の均等待遇獲得にむけたたたかい

　自治労は、地方自治体で働く臨時・非常勤等職員の実態調査を実施しました。中間報告によれば臨時・非常勤等職員の割合は27％、市町村において３割を超え、その数は50万人を超えていることが推測されています。道内段階においても、およそ２万人におよぶ臨時・非常勤等職員が働いていると言われています。

　また労働条件もワーキングプアとされる年収200万円以下の職員が８割、大半は一時金も手当もない状態です。民間のパート労働者には、パート労働法が改正され不十分ながらも正規職員化や均等待遇が求められるようになるなかで、自治体の臨時・非常勤等職員は、正規職員化も賃金に関するルールも放置された状況におかれています。

　非正規労働者が増大するなかで、地域の最低賃金への影響から、自治体および公共サービスで働く臨時・非常勤等職員の処遇について社会的関心も高まっており、賃金改善や均等待遇に近づける取り組み、安定雇用のための取り組みを強めていかなければなりません。

　人事院は報告で「非常勤職員の給与に関する指針」を出しました。常勤職員との均衡、勤務地の物価格差、資格、経験など費用を配慮した賃金決定など、改善にむけた具体的な考えが示されています。この指針を活用した取り組みを、組織された臨時・非常勤等職員と連携しながら組織化も含めながら進めていく必要があります。

　道内では、臨時・非常勤職員の組織化がされているのは32単組にとどまり、多くの単組で組織化が進んでいないのが実態です。しかし、各闘争期において臨時・非常勤職員の均等待遇を求める要求は行っていますが、改善されていないのが実態です。今後は組織化を含め、臨時・非常勤等職員の均等待遇に向けて、積極的に取り組んでいく必要があります。　

〈具体的には〉

①　互いの労働条件等、要求事項・不満を付け合わせ、共有していくため、臨時・非常勤職員と交流の場を持ちます。

②　臨時・非常勤職員組織化の取組みとあわせて、均等待遇を求める取組みを進めます。
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